
ラオス中立化とアメリカ外交

寺地功次

はじめに

ジョン・ F・ケネデイ (John F. Kennedy)がi暗殺されなかったら、そして再選されて

いたなら、アメリカ合衆国によるベトナムへの本格的な軍事介入はあっただろうか。この

ような問いかけは、彼の死後、何度となく繰り返されてきた。 1995年には、ケネデイ政

権の国防長官だったロパート・マクナマラ (RobertMcNamara)が回顧録を出版し、ケネ

デイが生きていたらアメリカがベトナムから撤退していた可能性が高いと主張して論争を

呼んだ。1

その後、新たに公開された資料を利用した研究がいくつか出版された。松岡完は U961

ケネディの戦争一一冷戦・ベトナム・東南アジア一一.1 (1999年)で、結局は介入拡大路

線を歩んだケネデイの遺産を強調し、マクナマラのような解釈に異論を唱えたJローレン

ス・フリードマン(LawrenceFreedman) も『ケネデイの戦争一一ベルリン、キューパ、

ラオスとベトナム一一J(2000年)で、ベトナム撤退という希望をケネデイが持っていた

としても、 1964年の大統領選挙後に実際に撤退できると考えていたという証拠はなく、

柔軟性とすべての選択肢を維持することを何より重視していたケネデイが撤退計剛に固執

したとは限らないと主張した。他方、デイヴイツド・カイザー (DavidKaiser)は、『アメ

リカの悲劇一一ケネデイ、ジョンソンとベトナム戦争・の起源一一J(2000年)で、政権の

なかでもっとも軍事介入に懐疑的な人物としてケネディを位置づけ、ケネデイにより好意

的な見方をしている。彼は、もしケネデイが生きていたらという問いに答えを出すことは

慎重に避けながらも、ケネデイが軍事介入を唱える部下の助言を聞いていたとしたら、ベ

トナム戦争は 3、4年は早く始まっていただろうと主張した。そしてケネデイと異なり、

リンドン・ B'ジョンソン (LyndonB.Johnson)大統領は部下の提案を本当に疑問視す

ることがなかったと述べている。ハワード・ジョーンズ (HowardJones) は、『一世代の

9t-ジエムと JFKの暗殺がいかにベトナム戦争を長期化させたか一一J(2003年)で、

暗殺される前にケネディは、 1965年末までに米軍のほとんどをベトナムから撤退させる

計画を実施に移す直前だ、ったと主張した。軍事エスカレーションの責任をケネデイ死後の

政策決定に求めたのである。3

このように「ケネデイ責任論」と「ケネデイ免責論Jの問の論争は尽きることがない。

もちろん、いずれの研究もケネデイに 100パーセント責任を求める、あるいは全く責任が

-43ー



ないと主張するような単純なものではない。 1990年代以降の外交資料の大幅な開示によ

り、これまで知られていた資料の解釈や当事者の回顧録での説明を再検討する余地が生ま

れたのである。その意味で、ベトナム介入の拡大とケネデイ政権に閲する論争は新たなス

タート地点に立った観さえある。

上記のいずれの研究においても、ベトナム政策を検討するうえで、ケネデイ政権発足H守

に重大な危機として捉えられていたラオス紛争に対する政策の再検討には多くのページが

制かれている。ただ、主要な対象はやはりベトナムへの関与にあり、これらの研究では、

ケネデイ政権のラオス問題への対応に一貫して焦点が当てられていない傾向がある。また

アメリカの外交政策の形成に焦点があり、ラオス現地の指導者との|刻係に十分な焦点が当

てられているとは言い難い。そのため、ラオスについては、資料の解読や事実関係の説明

においても大雑把な傾向が否めないし、誤った記述がないとも言えない。

本論文は、以上のような問題意識から、ケネデイ政権のラオス 1:1:1立化に対する政策につ

いて、近年公開された資料をもとにできるかぎり詳細に再検討することを目的としている。

特に焦点が当てられるのは、アメリカ政府内での政策形成におけるラオスの指導者らとア

メリカ側の対応との関係である。当時のジャーナリストの著作や過去の研究にもすぐれた

ものが多いが、アメリカの政策や現地指導者とのやり取りにWJする記述については、公開

された当時の政府資料に基づいて詳細lに再検討する必要がある。また現段階で、新しい資

料に基づいたラオス中立化に至るアメリカの政策に関するモノグラフはいまだに出版され

ていない01

1. ラオス中立化交渉の開始

1・1. ジュネーブ会議の開催

ケネディ政権の発足当時、アメリカ合衆国政府がラオスの正統政府として認め支援して

いたのは、ブン・ウム (BounOum)親王の「ラオス王国政府」である。しかし、この政

府の実質的な指導者は国防相|プーミ・ノサワン (PhoumiNosavan)将軍であった。ブ

ン・ウム=プーミ「政府」は、 1960年8月に親米路線に批判的なコン・レー (KongLe) 

のクーデター後に成立した巾立派スワンナ・プーマ (SouvannaPhouma)親王の「政府」

と対立していた。スワンナ政府にはスワンナの異母兄弟スパーヌウォン (Souphanouvong)

親王率いる左派勢力パテト・ラオ(ThePathet Lao) も参加し、北ベトナム、ソ連、中固

などはスワンナ政府をラオスの正統政府として認め支援していた。両者の対立は、 1960

年 10月からは本格的な内戦へと発展していた。5

ドワイト・ D ・アイゼンハワー (DwightD. Eisenhower)政権からの政権交替で、ケネ

デイ政権がラオス内戦を早急にlrj(り組むべき危機として受け継いだことはよく知られてい

る。政権発足と同時にラオス問題に関するタスク・フォースが組織され、ラオス中立化に
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よる政治的解決を追求すべきか、米'qi投入も含む軍事的手段による解決を図るべきかで、

政府内では激しい議論が繰り返された。 5月はじめには軍事介入の瀬戸際にまで行った。

しかし、 5月3日にラオスの対立勢力の問で一応の休戦が成立し、ラオス問題解決のため

のジ、ュネーブ会議が5月中旬に開催されることになった。そしてケネデイ政権は、緊急時

のラオス箪事介入計画の検討は継続しながらも、ラオス問題解決のための政治交渉に直接

関与することになった。“

ケネディは、政権発足後、駐ソ大使を務めたベテラン外交行で、その後ニューヨーク州

知事も務めた民主党の大物政治家W ・エイヴレル・ハリマン (w.Averel1 Harriman) を

無任所大使として任命し、ラオス1111組に関わらせるようになっていた。ハリマンは、 5月

の休戦が成立する前後にタイ、ラオス、カンボジア、南ベトナム、インドを歴訪した。ジ

ュネープ会議が開始されてからは、ラオス問題の交渉にはハリマンが特使として中心的な

役割を果たすことになった。

14カ国が参加して 5月 1611に開会したジュネーブ会議は、当初から紛糾した。開催前

に行われた米英仏ソの外相レベルの交渉から、ラオス各派の会議への参加方法について合

意が待られず、このIBJ題を実質的に棚上げにするかたちで交渉は始まった。プン・ウム=

プーミ派は代表を送ることを:tliんだ。イギリスとソ連は、 1954年のインドシナに関する

ジュネープ会議の共同議長困として今川もその役割を果たすことになったが、 1954年の

協定で発足した国際特理委H会 (ICC)のラオスへの復帰と休戦違反の調査等における権

限をめぐって、参加国の問でなかなか合意は得られなかった。ラオス囲内においても休戦

違反は頻発した。7

アメリカにとってラオス問題の交渉は、ジュネープだけが舞台ではなかった。ジュネー

プで同盟国の代表やソ連などの代表と交渉すると同時に、他派との交渉や妥協に積極的で

はなかったプーミ、最終的には連立政府の首相となるスワンナらとの交渉がヴイエンチャ

ンやワシントンなどで繰り広げられた。

ケネデイ大統領自身も、英仏ソとの首脳外交の場やワシントンを訪問したプーミらとの

会談で、直接ラオス|問題に関わった。ジュネーブ会議開始後の 5月末から 6月始めにかけ

て、ケネテ'イは、パリ、ウィーンを日方111]し、フランスのシャルル・ドゴール (Charlesde 

Gaul1e)大統領、ソ述のニキタ・フルシチョフ (Nikita阻lrushchev)委員長と会談を行っ

た。ドゴールとの会談でケネデイは、ラオス問題には SEATOへのコミットメントとアメ

リカの威信がかかっていること、ラオスでの失敗がタイ、ベトナム、マラヤ、インドなど

他国に悪影響をもたらす可能性について懸念を表明した。これに対しドゴールは、「軍事

行動」には反対であることと、 1954年のジュネープの枠組みに戻ることの重要性を訴え

た。ケネデイも「ラオスへの介入を考えることにはきわめて跨踏する」と述べていたoa

6月3日、 4日にウィーンで行われたフルシチョフとの会談は、行き詰まっていたジュ

ネーブの交渉を打開するためにも、ラオス問題に閲する何らかの共通の理解をソ連との間
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で取りつけるうえで重視された。ケネデイは 3日の会談で、米ソがそれぞれ支持している

ラオス勢力に対し影響力を行使して、彼らが ICCの枠組みを支持し、諸勢力の支配する

各地域への ICCの自由なアクセスを認めるべきこと、そして「独立した中立なラオス」

の創山をフルシチョフに提案した。会議の議事録によると、これに対しフルシチョフは、

「両mnが影響力を行使して、ラオス紛争に関わる勢力の間で合意をもたらすことに同意し

た。」発日の会談でケネデイは、ラオスには「何ら戦略的重要性jがなく、アメリカがラ

オスでの「関与を減じることを望んでおり、ソ連も同じことを望んで、いると希望する」と

述べた。これについてもフルシチョフは同意し、スワンナの要j!?に基づいてラオスへの援

助は行ったが、「ソ連はラオスに何らコミットメントを持っておらず、その地域でいかな

る義務を負ったこともないし将来も負うことはない」とケネデイに言明した。引

フルシチョフとの会談は、ラオス l:j:1立化の方向性について、米ソの問で最低限の合意が

存在することを確認した点で、重要だ、った。アメリカ側は、ソ述がパテト・ラオの「休戦違

反」や彼らを援助する北ベトナムの行動を抑制することを則待し、このことでフルシチョ

フから言質を取れたと解釈できた。実際には、アメリカがプーミらの行動をコントロール

するのが困難だったように、ソ連がパテト・ラオや北ベトナムの動きを容易にコントロー

ルできたわけではなかった。 10またこの後の交渉においてもアメリカ側は、パテト・ラオ

もソ述も、有利な軍事情勢のなかで交渉を引き延ばし、より優位に立とうとしているので

はないかという易をいをもつこともあった。

そして大国間の話し合いで進展があっても、ラオス諸勢力の11¥jの合意がなければ、ラオ

ス問題の解決に至らないことはlりj白だった。この合意が実現したのは 6月半ばを過ぎてか

らであった。スイスのチューリッヒで、ラオス諸勢力の三派を代表するスワンナ、ブン・

ウム、スパーヌウォン 3親王がようやく話し合いを行ったのである。 6月 22日には 3親

王によるコミュニケが発表された。コミュニケによると、三派の問で国家統一のための

「述立政府」を組織することなどが決められた。しかし、首相|の選出と政府の構成につい

てはその後の交渉に委ねられることになった。新政府は議会ではなく国王によって任命さ

れることになっていたが、これは国王に近いブン・ウム=プーミ派にとっては重要な点で

あった。II

1・2. プーミの訪米

3*見王によるチューリッヒ合意とその後のプーミ訪米あたりから、アメリカの政策は微

妙な変化を見せ始める o 6月29日の国家安全保障会議 (TheNational Security Council， 

NSC)の会合では、デイーン・ラスク (DeanRusk)国務長官から、ジ、ュネーブでの交渉

が決裂しアメリカが軍事行動を起こす決断に迫られる可IiEtl:があることが報告された。他

方、ハリマンがラオス首相にはスワンナがなるだろうと発言すると、ケネデイ大統領はこ

れにIliJ意し、スワンナ訪米の川立をするようにラスクに命令した。 12この命令は、公式に

46 



JUi: Ilil際jiJf究第 27号 (2010)

はブン・ウム政府をラオスの il-:統政府と見なしていた、アメリカの政策の重要な変化を暗

示していた。またケネデイがプーミと会談する直前に、このような命令が下されていたこ

とも注11する必要がある。この7Tjjtには、ソ連、中国のみならず、イギリス、フランスな

どアメリカの主要な同盟国も、スワンナを首相とする連立政府の支持で固まっていたとい

う事情もあったと考えられる。

アメリカを訪問したプーミは、 6} J 29 1=1にラスク国務長'(C、マクナマラ国務長官らと

の会談を行った。ケネデイ大統領とは覗 301::1に会見した。ラスクはプーミに対し、ラオ

スにおけるアメリカの直接の軍事行動を困難にしているふたつの翌日山を説明したc ひとつ

は、前政権からアメリカがラオス/lUJむの交渉による解決にコミットしていること、もうひ

とつはアメリカが illJソ陣営Jと世界中で対立しており、ラオス川越は「第三次世界大戦」

にもつながりかねない重大なIIU:lliであることであった。ラスクは、どのような状況でアメ

リカが術事介入を必要と考えるかを前もって正確に述べることは不可能だと述べた。これ

に対しプーミは、アメリカの政策の不IVJ朗さは自分たちが決定を下すことを難しくしてい

ると反論した。そもそもジュネーブ会議自体が「ラオス王国政府Jの意志に反して開催さ

れたものであると述べた。これに対しラスクは、アメリカが「ラオスのrlJ立と独立」を支

持すると述べ、連立政府の可能性には懐疑的なところはあるが、連立政府の成立はいまや

ジ‘ュネーブ会議の問題よりも TTt:安であると主張した。 l:{

ケネディ大統領は、プーミとの会談で、|問題は i'll立で完全に独立したラオス」のため

の解決方法を見つけることにあると述べた。しかしプーミは、辿立政府の成立が「共産主

義者によるラオス浸透」につながりかねないこと、スワンナは本当の'1'立主義者ではない

と反論した。これに対しケネディは、「ラオスの中立と独立を維持する政府」の成立を望

んでいること、英仏はラオスの1'1]立を維持できる人物として他の誰よりもスワンナに期待

していることを説明した。さらにケネディは、プーミらとの官接な接触をこれからも維持

するが、「軍事情勢からして、純粋に軍事的手段でのみ事態を打開したくないJとして、

「平和的な解決を求めてあらゆる努力をすることが重要である」とプーミに伝えた。 1.1

このようなやり取りを通して、プーミがケネデイらの意凶をと守のぞI~皮正確に理解したの

かは定かではない。しかしプーミの侃1"1後、ヴィエンチャンのウインスロップ・ G ・ブ

ラウン (WinthropG. Brown)米大使は、プーミはワシントンから「非常に元気づけられ、

アメリカはいまや彼を軍事的に支援する用意があるという気持ちを抱いて」帰ってきたと

報合した。またプーミは、ラオスにiJRI立されていた米軍事援助胤Iml寸1(Military Assistance 

AdvisorγGroup， MAAG)の団長に対して、交渉が失敗した場合の 2段階の軍事作戦計画

についても説明をしていた。 2段ド?r11の軍事作戦は、米軍・ SEATO軍による軍事行動を

合んでいた。ブラウンは、プーミがスワンナの首相就任に断|市!として反対しており、連立

政府結成のための交渉が決裂した場合に備えて準備をしているのではないかと考えた。そ

してプーミが「われわれの手を紳るJことを懸念した。このような報合に対し国務省は、
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プーミが「大統領と国務長官が話したことの都合の良いところだけに飛びついてJ、会談

の内容を歪めて解釈していると不満を伝えた。そして「大統領も国務長官もアメリカの軍

事介入の可能性についていかなるコミットメントをすることも明確に避けたjと述べ、プ

ーミが「危険な結論と行動」に走らないように働きかけることをブラウンに指示した。 15

そもそもラオス政治においてプーミの影響力が拡大した背景には、 1958年の選挙で左

派・中道勢力が勝利したことに警戒感を強めたアメリカが、プーミら若手反共・保守勢力

を秘密裏に援助したことがあった。アメリカは、 1958年選挙後に彼と彼の仲間が結成し

た「国益防衛委員会 (CDNI)Jに資金的な援助を行い、 1960年のコン・レーのクーデタ

ー後もブン・ウム=プーミ勢力への積極的な軍事援助を行ってきたのである。この中には、

軍事物資の提供ばかりでなく、米軍事顧問の「王国軍J(プーミ箪)部隊への派遣も含ま

れていた。 16そのような流れからして、ラオスの共産主義支配を防ぐためには、アメリカ

が自分たちを見捨てるはずはないとプーミが考えたとしても不思議ではなかった。アメリ

カ側も、ラオス軍事介入という選択肢を政府内の検討で、完全に捨て去っていたわけではな

かった。軍事介入に必ずしも積極的ではなかったケネデイ大統領も、休戦が崩壊し政治交

渉が決裂した場合に備え、緊急時軍事計画 (contingencyplanning)の検討を奨励すること

はあれ、凍結させることはなかった。この時点では、プーミら王国政府への支持を撤回し

たわけでもなかった。さらに政権内では、軍事介入を主張する意見がつねに存在した。実

際、 7月12日には、ラオスの軍事情勢悪化とジュネーブ会議の進展状況に業を煮やした

統合参謀本部(百leJoint Chiefs of Staff. JCS)が、会議からの撤退とラオスへの軍事介入

を主張していた。 17

プーミのワシントン訪問直後の 7月3日には、ハリマン大使がパリでスワンナとの会談

を持った。ハリマンは、アメリカが自分を首相として支持するかどうかとスワンナに聞か

れ、明確には答えられないが、「多くはどのような人物を政府に入れるかにかかっている」

と返答した。ハリマンは、以前に会ったときに比べ、スワンナが「はるかに前向きJな姿

勢であったという肯定的な評価をワシントンに送っている。同

ケネデイ政権発足後、はじめて行われたプーミのワシントン訪問と、 7月にかけてのこ

のような動きは、もともとアイゼンハワ一政権からの遺産と見なされていたプーミ勢力に

対する、ケネデイ政権の見方を修正するのに一定の影響があった。ケネデイ政権は、プー

ミらを見捨てたわけでもなく、連立政府でプーミが国防大臣の地位に就くことを支持して

いた。しかし、他国と同様、連立政府の顔としてはスワンナを支持せざるをえないという

判断をするようになっていた。

7月28日、大統領、ラスク国務長官を交えて行われたホワイトハウスでの会議は、そ

のような政策の変化を確認する場となった。会議では、ラオス軍事介入計画についても引

き続き議論が行われた。しかし、軍事介入に消極的なケネデイの態度も改めて明らかとな

った。会議でケネディは、プーミが、ジュネーブ会議が決裂して「われわれがラオスでの
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軍事行動を余儀なくされるのを本当は望んでいる」のではないかという懸念を表明した。

また「遅かれ早かれ、スワンナ政府をわれわれは受け入れなければならないはずだ」とも

述べた。強硬派の U ・アレクシス・ジョンソン (U.Alexis Johnson)副国務次官は、情勢

次第では大統領が軍事介入の決断を行う!日意があることがわかれば、計画立案においてた

いへん有益であると述べたが、ケネデイは、「この時点でラオスに介入する決定を行うの

にはたいへん臨時:する」と明確に述べた。そしてジュネーブでの交渉を進展させ、イギリ

スとあまりかけ離れた政策を取るべきではないこと、米国民もラオスへの介入を望んでい

ないこと、さらにそのH寺点での軍事介入計酬の実現性にまだ信頼を置けないことも言明し

た。但し、つねに政策の検討を好んだケネデイらしく、タスク・フォースによる軍事介入

計画の「綿密」な検討は継続すべきだという考えも表明していたのは興味深い。 19実際、 8

月以降も箪事介入計画に関する政府内での検討は、大統領との協議も含め盛んに行われた

のである。

さらにアメリカは、アイゼンハワ一政権のときからラオスの山岳少数民族であるモン族

などを「自主防衛箪」として武装させ、パテト・ラオに対するゲリラi械を行わせていた。

ケネディは 5月の休戦後も、ラオス北部のパテト・ラオ支配地域の後方に位置する、約

7700名のモン族部隊へのアメリカによる軍事物資等の供給は継続させていた。20つまり、

「王国政府」とともにアメリカは、パテト・ラオ側の休戦違反を批判していたが、実際に

はモン族部隊によるパテト・ラオや中立派の拠点地域への攻撃を積極的に支援していたの

である。

1・3. 1961年 8月米英仏パリ合意と NSAM80 

スワンナを首相|とする連立政府は容認せざるをえないという見方が、アメリカ政府内で

広がるにつれ、焦点は、連立政府の閣僚構成、休戦違反に関する ICCの権限の問題など

に移ることになった。 8月7日にベルリン問題に関する米英仏外相会議がパリで行われた

が、「中立的なラオス国家統一政府の首相としてスワンナ・プーマを支持する」ことで 3

か国は協力することが決定された。そしてそのためには、「ラオス II~立政府の構成」、休戦

違反と外国軍撤退に関する権限の ICCへの付与、ラオス各派軍隊の解体と統一軍隊の形

成、ラオスにおけるフランスの軍事プレゼンス維持の問題について、スワンナや他のラオ

ス指導者の理解を得ることが必要とされた。但し、この時点でアメリカは、外交、国防、

内務のいずれの重要閣僚も NLl武(パテト・ラオの政治組織)やこれに近い「中立派」あ

るいはスワンナ派の人物に波されるべきではないと考えていた。21

8月 23日にケネデイ大統領と話し合いをもったハリマンは、ケネデイのラオスに対す

る考え方をメモとして残している。ハリマンによれば、「大統領はラオスでの戦闘再開を

阻止し、スワンナとの交渉を支援するためあらゆることをしたいと考えているが、これま

でコミットメントはせずに、必要ならばいかなる事態にも立ち向かう用意がある」という
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態度だったfこの「コミットメントはせずに」というのは、 SEATO同盟国、とりわけタ

イなどに対して、アメリカ軍事介入の言質を与えないように配屈していたことを意味して

いたのだろう。しかし、このハリマンのメモにも表れているように、ケネディの態度には

相変わらず陵昧なものがあった。ラオス箪事介入の検討は継続して政権内で行われていた。

とりわけこの時点では、ラオス南部の確保を目指す「パンハンドル計画」と呼ばれる軍事

介入計画が注目を浴びていた。政治交渉は進めながらも、交渉決裂に備えて同時に介入計

画の用意とプーミ寧の強化も進めるというのがケネデイ政権の方針であることに変わりは

なかった。

8月29日のホワイトハウス会議では、このような同時並行政策が再検討された。ケネ

デイはこの会議で、「紋初から、できることなら撤退したいとわれわれは言ってきた」と

発言したが、同時に「しかし、成功しないならば軍事行動を考えなければいけないかもし

れない」とも述べた。この会議でケネデイが承認した決定は、「国家安全保障行動メモラ

ンダム (NSAM) No.80Jとしてまとめられた。その内容は以下のようなものだった。

第一に、ハリマン=スワンナの直接対話によりパリ合意へのスワンナのIITJ意を得ること、

そして合意が得られるならばスワンナをアメリカが支持すること。第二に、 rSEATOプラ

ン5Jと呼ばれるラオス軍事介入計画に基づいて、 SEATO加盟国と二国間およびSEATO

理事会を通して協議すること。但し、このことはアメリカがこの計画に無条件にコミット

することを意味はしないとされた。第三には、 "1隊レベルでの米軍事顧111]500名の配置を

含むラオスにおける移動訓練チームの増強と、同規模の訓練チームをタイからも提供させ

ることへの同意を取りつけることであった。第凹は、モン族部隊を即時 2千人増強し、総

数 1万1千人へと強化することだ、った。第五は、ラオス全土のタイあるいは無国籍航空機

による空中写真撮影の実施である。なお、ラオスにおける米軍事顧問団の移動訓練チーム

は、ケネデイ政権が発足した頃から「ホワイト・スター移動訓練部隊(WhiteStar Mobile 

Training Teams) Jという呼称で呼ばれるようになっていた。23

1961年8月の米英仏パリ合意と NSAM80は、アメリカ政府が公式に「スワンナ首相」

の誕生を支持したという点で重要だ、った。ここに至る政府内での議論では、東南アジア・

タスク・フォースなどから、共産主義者の影響力が強い、統ーされた、しかし不満足な状

態のラオスより、ラオスの分割を目標とするほうが望ましいという見解も出されていたぐ

らいであった。剖もちろん、 NSAM80により、アメリカが無条件にスワンナ首相lを支持し

たわけで、はない。アメリカの支持はスワンナとの合意、そして連立政府の構成がどのよう

なものになるにかかっていた。また同文書は、一番目にスワンナとの交渉を掲げた点で外

交努力の強化を明確にしてはいたが、他の 4点は、 SEATO軍事介入計Ilfiiに関する協議、

「王国軍jの訓練とモン族部隊の増強といった箪事的な対策を強化するもので、あった。

それでも、外交努力の強化を第一に掲げたワシントンでの決定に対し、バンコクで協議

を行っていたヴイエンチャン、サイゴン、バンコク駐在の米大使らは懸念を表明した。彼
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らの問でも見解の相違はあったが、 3 大使は、連立政府の成立を 1.f.~るのではなく、しばら

くは現状維持を続けて状況をもっと見桜めることを提案した。同H

緊急急、時の箪事介入計画を完成させることも主張した。また、 9月はじめには、 ]CSが派遣

した東南アジア視察l.lIから、「ラオス南部でのパテト・ラオ=ベトミン軍の増強」に鑑み

て「プラン 5J初期段階の作戦実施を求める提言もなされていた025

このような東南アジアの現場からの提言とは対照的に、 9月 13日、ジュネーブ会議ソ

述代表のゲオルギ・プーシキン (GeorgiPushkin)と会談したハリマンは、ソ連の政策に

「良の変化Jが表れたとワシントンに報告している。ハリマンによれば、プーシキンは、

「北ベトナムは、われわれ[アメリカ]との協定が締結されればそれを道守する用意があ

る」と繰り返し述べた。プーシキンは、ソ連がこのことを保証し、パテト・ラオに閲しで

も同様に保証すると説明したという。出

2.プーミへの圧力と交渉の行き詰まり

2・1. ハリマンのプーミ評価

NSAM 80で掲げられた「パリ合志へのスワンナの同意を得ることjを1=1的としたハリ

マンとスワンナの会談は、 9)'1111旬、ピルマのラングーンで行われた。 18日にヴイエンチ

ャンに移動したハリマンは、この会談が i(内閣の構成の|問題を除けば)予期していたよ

りも満足できるもの」であり、スワンナが「現実的な立場」に立っていると評価した。彼

は、スワンナが「パテト・ラオを何としても打倒しなければならない反対派と考えている」

という報告を大統領と国務長官に送った。そしてスワンナが、「ベトコンのための回廊と

してラオスを封鎖する責任を無条件で受け入れJ、「国王への，忠誠」を表明したこと、パテ

ト・ラオ軍の王国軍への統合の必要性とフランスの軍事プレゼンスの存続について同意し

たことなども伝えた。これらの点は、いずれもアメリカ11111が求めていたものであった。但

し、閣僚リストにシエン・クアン派(シエン・クアンはスワンナ派の拠点)以外の穏健派

を含めない限り、アメリカ大統制はスワンナを支持できないことをハリマンは伝えたが、

これについて同意は得られなかった。この会談でスワンナは、ラオス人に対してアメリカ

がモン族を「扇動するのを 11二める」ように要請し、モン族のゲリラ攻1壌が停戦維持のうえ

で困難をもたらしていると不満を述べた。なお、ハリマンは、会談後スワンナが記者会見

で、彼らがスワンナ首相l支持で絞終合意したかのような発7守をしたことを不満に感じてい

た。27

ハリマンは、 9月 19日には国王、プーミらとも相次いで会談を行った。プーミとの会

談で、ハリマンはプーミに対して強い圧力をかける。ハリマンは、ラオスにおいては「平

和的な交渉による解決」か「戦闘の|呼IlHJかのふたつの選択肢しかなく、アメリカが前者

を望んでいることをプーミに伝えた。そして「われわれは北部に進攻して失地を回復しょ
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うとする、どのような軍事行動においても王国政府を支援するm意はない」ことを断言し

た。(確かに、アメリカはラオス南部を中心とする軍事作戦を検討していたので、この説

明はl肢ではないとは言える。)ハリマンはプーミに対し、「大統領は私にこの立場をきわめ

て明確に伝えるよう求めている」とも伝え、真剣に交渉に応じるよう求めたc プーミは、

スワンナの問題点をあげ、自分がつねに交渉を支持してきたと反論した。しかし、最終的

にハリマンは、「真剣な交渉を続ける意志をプーミは全く持っていないという印象を強く

抱いたjとワシントンに報告している 028

この報告を受け、 9月22日、国務省はブラウン大使に、「プーミがスワンナ・プーマと

真剣に交渉し、 3親王による早期の会談にも参加すべきだというわれわれの希望をもっと

も強い言葉で彼に伝える」ょう訓令した。またブラウンは、プーミが交渉を拒み戦闘が再

発したとしても彼を支援しない、というのがアメリカ政府の「もっとも高いレベルでの明

確な立場」であることを伝える権限も与えられたJりジュネーブの交渉に戻ったハリマン

は、 9月 26日の電文で、この国務省のブラウンへの訓令を讃えた。そしてハリマンは、

「プーミに会えば会うほど、現在であれ今f変であれ、われわれの合意した政策や目標を忠

実に実行するためアメリカに選ばれた手段 (choseninstrumentl としての彼をますます信

頼できない」とまで断言した。30

10月 6日、ケネディ大統領がソ連のグロムイコ外相とホワイトハウスで会談した。ケ

ネデイはグロムイコに対し、ラオスでの中立政府の成立、すべての外国軍隊のラオス撤退、

ベトナムに対する活動基地としてのラオスの利用停止を主張した。これに対しグロムイコ

は、障害になっているのは、アメリカがスワンナの提案する政府の構成に同意していない

ことで、この障害がなくなれば、合意は可能であると述べた。ケネデイは、スワンナ政府

を受け入れる用意があることは明確にグロムイコに伝えた。しかし、問題は、どの派から

何人が連立政府に参加するかであった。31

この問題に関する 3親王の話し合いは、 10月7日、 8日、ラオス囲内のパン・ヒン・フ

プで再|刻された。 3親王は、スワンナを首相とし、 16人の閣僚からなる内閣を構成し、そ

の中心となるのは「真に中立なjグループであるということで合意した。3Z しかし、具体

的に各派がどのような閣僚を何人得るかついては合意しておらず、これはその後の交渉次

第であったc

10月 15日、ジュネーブのハリマンは、 3親王の交渉次第では、近い将来に実質的合意

につながる「重要な突破口」にさしかかっていると国務省に伝えた。これは、プーシキン

との交渉で、 ICCの権限などに閲するソ連似IJの態度に変化が見られたからであった。目 16

日には、ケネディからフルシチョフへのベルリン問題に関する親書が送られたが、ラオス

問題にも言及されていた。その中でケネデイは、ウィーンで彼とフルシチョフが「独立し

た中立なラオス」に合意したことに触れ、ベルリン問題での対立はあるにせよ、というよ

りベルリン問題解決のためにも、ラオスでの最終的な合意の重要性を訴えた 31
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ラスク国務長rfによれば、ケネデイ大統領は、ジ.ユネープでの交渉成立のためにハリマ

ンに「大幅な白山裁lit権」を与えていた035その権限を背はに、ジュネープでのハリマン

の交渉は少しずつ成果をあげていた。そして米ソのトップ・レベルでもラオス問題解決の

枠組みについて意見の相違は少なくなりつつあった。 IIIB坦解決の糸口は、グロムイコの言

うように、またハリマンが ["3親王の交渉次第では」と言っていたように、ラオス国内に

あった。

一方、ケネディ政権内のラオス軍事介入をめぐる議論は続いていた。またこの時期、南

ベトナム情勢に|刻する軍事的な懸念も高まっていた。 10}j 13日の NSAM104では、南ベ

トナム情勢との問辿でケネディ大統領は、ラオスに閲する以下の行動を承認した。「セポ

ン[ラオス南部の南ベトナム国境近くの11fT]地域での共産主義者による補給作戦に対抗し

て、必要な場合は合衆国の顧問の活用も含めてゲリラによる地上作戦を開始する」こと、

そしてタスク・フォースが提案し、関係省庁の同意を得ている大統領の示認を必要としな

い行動についても緊急H寺には実行に移すことが承認された。柿

2・2. アメリカ政府内の意見対立とハリマン

この時期、ベトナム情勢についても変化があった。 10月中旬から 11月はじめにかけ、

ケネディ大統領の軍事顧問マクスウェル・ D ・テイラー (MaxwellD. Taylor) を同長と

する使節団が南ベトナムに派遣された。テイラー使節1'1"1は、南ベトナムへの 8000人規模

の米軍配備も含む提案を携えてワシントンに戻ってきた0・:17ケネデイ大統領は、南ベトナ

ムへの米軍投入には消極的だ、った。ラオスとの関連で言・えば、テイラーらの提案は、スワ

ンナ連立政府の可能性が追求されているなかでは、むしろラオス情勢に怒影響を与えると

考えられた。甜

テイラー使節同の提言は、ワシントンで新たな好戦的な政策が策定されようとしている

のではないかという雰附気を、南ベトナムやラオス現地で醸成した。さらに、ケネデイ政

権内の南ベトナム軍事介入に関する議論をl喧々ごうごうたるものとした。政権内では、ス

ワンナ連立政府の可能性に強く異論を111¥える勢力がまだ、存在していた。市ベトナム情勢に

対する懸念の拡大を背景に、国防省、中央情報局(百1eCentral Intelligence Agency， CIA) 

ばかりでなく、国務省極東局の1:11でも、スワンナ主導の政府ではラオスを'11立で非共産主

義の陣営に留めることはできないとする意見は強かった。加このような，立見と、次に述べ

るハリマンのスワンナ連立政府を推進すべきという主張の問の対立は、モン族によるスワ

ンナ・中立派の拠点シエン・クアン攻撃から生じた軍事的緊張ともキ11まって、 11}Jにか

けてさらに激しいものとなる。 10

10月26日、ハリマンは大統領、同務長官宛ての電文で、大統領が望むジ‘ュネーブでの

「平和的解決」は「ほとんどわれわれの手中にあるjと述べた。そして「より重大な決定

はいまやラオス1"1内にありJ、受け入れ可能なスワンナ政府の成立とジ‘ュネーブでの合意
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に遁進すべきであると主張する。ソ連もスワンナも、合意成立のl暁には、ラオスが南ベト

ナム攻撃のために利用されるのを阻止すると約束している。南ベトナムでの危機とラオス

情勢を連動させ、ラオスで箪事行動を起こすことで南ベトナム問題を解決しようとする政

策には反対である、とハリマンは述べた。彼は、「南ベトナムの問題は南ベトナムで解決

されるのが最善であり、ラオスでの軍事行動により解決を見いだそうとすべきではない」

と断言した。ハリマンの判断は、 SEATO軍をラオスに投入することは「非常に危険なエ

スカレーションJにつながりかねず、「よくても、軍隊を無期限に駐留させることになる」

というものだった。 11

同じ日の大統領、国務長官宛ての 2通目の電文で、ハリマンは、プーミと彼のリエゾン

役であった CIAのジョン・へイズィー(JohnHas旬、形式的には米間際開発庁[USAID]所属)

との会談に関するヴイエンチャンからの報告から判断して、「寧の統一と動員解除は言う

に及ばず、政府の形成についてもスワンナと誠実に交渉する意図がプーミには全くない、

という私の疑念は確認された」と述べた。そして、ブラウン大使があらゆる権限を使って、

プーミに対し誠実に交渉するよう圧力をかけるべきだと強く主張した。 12

このようなハリマンの強硬な主張もあって、ワシントンとハリマンの問で、意見の相違

が表面化する。国務省は 27日の電文でハリマンに自制を求め、「プーミが現在のところ少

なくともわれわれが望んでいる全体的な路線を追求しており」、ワシントンから見れば、

問題はスワンナ側の閣僚リスト作成が遅れていることにもあると伝えた。そしてこの時点

でのプーミへのアプローチは、ブラウンの裁量に任せられるべきだとして、ハリマンの提

案を間接的に退けた。 1311月1日には、国務省極東局内でもラオス問題における強硬派だ

った極東問題担当副国務次官補のジョン・ M ・スティーヴスリohnM. Steeves)が、ア

メリカがこれまで多くの譲砂を行ってきたこと、ラオス政策とベトナム政策のすり合わせ

の必要性や中ソ対立などを考慮して、交渉を一時遅延させること、そして協議のためハリ

マンをワシントンに召還することをチェスター・ E・ボールズ <ChesterE. Bowles)国務

次官に提案した044

この後、ワシントンとジ‘ュネーブの問であわただしい動きとなった。スティーヴスの提

言を受けてか、ボールズはケネデイと「ハリマンとの|問題」について電話で話し合いを持

った。そこでボールズは、アレクシス・ジョンソンがハリマンと電話で話をしたが、「こ

のこと[ハリマンの一時召還]でで、ハリマンはたいへん!感惑剖，情l

えた。これを受け、 11月1日と 2日の 2回にわたって、ケネデイ大統領自身がジュネー

プのハリマンと直接電話で話し合いを持った。大統領は、ハリマンと協定案の条文などに

ついても話し合ったが、ハリマンは、会議が失敗することへの懸念を表明し、「前進する」

ことの重要性を訴えた。交渉を遅らせているのはプーミであり、プーミをスワンナと真剣

に交渉させる必要があること、そしてモン族のシエン・クアン砲撃は交渉に悪影響を与え

ていると大統領に伝えた。電話会談の記録によれば、大統領は、「ハリマン大使に条文案
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の文言に関する同意を取りつけ、前進することへの権限を与えた。Jまたケネデイは、「モ

ン族の攻撃や情勢を揺るがしかねない他の活動を中止させ、政府形成のためにプーミを好

ましい方向へ動かすように、われわれがさらに何ができるかジョンソンに確かめるように

要請した。JI5

このようにハリマンは、大統領の支持を取りつけ、国務省内での「論争に勝利を収めた。」判

しかし、ハリマンからは、プーミの非妥協的な態度に閲する報告がなおも続いた。 11月6

日の電文では、プーミが国王らに、ハリマンが連立政府成立のために交渉することを強く

は要請しなかったと話しているという報告を聞き、「アメリカが創りあげたとしか言いよ

うのないプーミ将軍が、アメリカの政策を決定づけることを許し続けるのは奇想天外なこ

とだ」とハリマンは不満をぶちまけている。そして、ブラウン大使を通してプーミに強い

圧力をかけるよう大統領と国務長官に再び訴えた。この世文についてボールズは、ジョー

ジ・ W ・ボール (GeorgeW. Ball)との電話で「われわれはこの述中に戦争を始めさせる

わけにはいかないJと語り、これにはボールも同意した。 7[1、ラスク俳|人もハリマンに

対して、「私もヴイエンチャンでのプーミの活動には深い憂慮の念を抱いている。この状

況に対し、より強い対応をとらなければならないことに同意する」と伝えた047

2・3. I感謝祭の虐殺」

プーミの言動により、ハリマンの立場が強化されつつあったのは間違いなかった。この

後、アメリカ政府によるプーミへの圧力はさらに強められる。しかしながら、アメリカの

圧力には限界があった。アメリカはスワンナを首相とすることは支持していたが、彼を無

条件に受け入れたわけで、はなかった。プーミを切り捨てスワンナを無条件に支持すること

は、政府の閣僚構成に影響を与えたいアメリカ側のスワンナとの交渉上の立場を弱めるこ

とにもなりかねなかった。ブラウン大使自身も、アメリカにまだプーミを見捨てる別意が

ない以上、自分がプーミにかけられる圧力にも限界があると述べていた。柑

日月 10日、 10月16日のケネディ親書に対するフルシチョフの返答が伺いた。フルシ

チョフはこの中で、スワンナ連立政府を支持することを改めて確認した。ただ、アメリカ

がブン・ウム=プーミ派をけしかけ、連立政府の閣僚構成でスワンナの「手足を縛ろう」

としていること、彼らがスワンナとパテト・ラオの軍隊を攻撃していることに苦言を呈し

た。これを受けてか、 11月12日の国務省からヴイエンチャンへの電文では、スワンナ連

立政府の成立を急ぐ必要のあることが伝えられた。何よりも、 1711の 3親王の会談に同

意するようにプーミを説得しようとしていたブラウンに対し、会談への環境を整えるため、

モン族部隊を率いる「ヴァン・パオ (VangPao) に、特にシエン・クアンの町近辺での攻

墜を中止するよう命令が下されるべき」であることが伝えられた。そして、 14日には大

統領の承認の下、プーミがシエン・クアンでの 3親王の会談に同意するように、国務長官

から改めて圧力がかけられた。当初、プーミらは会談に難色を示していた。しかし、結局
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は、場所をめぐる意見の相違はあったものの、彼らはこの会談を受け入れた 049またプー

ミ側が要求していた連立政府の国防相、内務相について、ハリマンは、連立政府実現のた

めにこれら閣僚の要求を彼らが断念するようアメリカが働きかけなければならないとの主

張を国務省に送った。これに対し国務省は、ブラウンへの指示で、必要があればプーミに

2つの大臣の地位をあきらめるように勧告することを許可した。印

11月下旬になるとハリマンは、国務省における彼の 11践しづでさらなる勝利を収めた。

11月29日のホワイトハウス主導の人事で、政権内で疎んじられるようになっていたボー

ルズ国務次官は、ラオスのみならずベトナム問題における穏健派で知られたジョージ・ボ

ールと交替した。ハリマンとの意見対立もあった極東問題担当国務次官補ウオルター・マ

コーナフィ (Walter McConaughy)の後任には、ハリマン自身が就任したc 経歴からすれ

ば国務次官補という地位は考えられないほど控え目なものだ、ったが、ハリマンはこれを喜

んで受け入れた。国務省でラオス政策のみならず板東政策全体を取り仕切る地位に就いた

のである 051

「感謝祭の虐殺」と呼ばれたこの人事は、きわめて異例のものであった。他の誰よりも

年輩で世界を股にかけた外交経験があり、大統領とも直接渡り合えるハリマンは、ラオス

問題で|境l床な態度をとりがちだ‘ったラスク国務長官を時としてしのぐ影響力をもつように

なった。これ以降、ラオス問題に関してワシントンから打電される電文の多くは、ハリマ

ンの意見に同調する部下によって書かれ、彼の承認を得たものとなったο その後のブラウ

ン大使の言葉によれば、いわば「ラオス担当国務長官jとしてハリマンはラオス問題で大

きな影響力を行使したのである。なお 1カ月後には、スティーヴスも極東局を去ることと

なった。52

12月41=1、ハリマンがワシントンに戻った後に国務省からヴイエンチャンに送られた

指示は、一段と強硬な内容になっていた。プーミ側が政治交渉を放棄ーしラオス南部に軍を

撤退させ、アメリカを軍事行動に巻き込むような一方的行動にIUる可能性は阻止する必要

のあることがブラウンに伝えられた。そして状況次第では、軍事援助顧問団を通したすべ

ての援助、プーミ軍への補給、王国政府への財政援助を停止することもあり得ることが示

唆された。「プーミは、われわれを道連れにラオス南部に行けるといういかなる幻想を抱

くべきでないJと国務省からの指示は伝えた。スワンナに対しては、緊急に政府の閣僚構

成を発表するよう勧告することもブラウンに指示された。そして、もしスワンナの組閣が

受け入れ可能なもので、それで、もプーミが交渉を拒否するようならば、「われわれはもは

や彼とやっていく (workwith him)ことはできない、とプーミに伝える権限Jを国務省は

ブラウンに与えた。また「プーミとの決裂 (break)を完全なものとするために」、プーミ

のリエゾン役(前述のへイズィー)の交替も考慮する可能性にもこの電文は触れていた053

このような国務省の態度の硬化には、明らかにハリマンの影響がうかがえた。ただ、この

電文は、軍事援助の停止の可能性に言及してはいたが、これを決定、支持したものではな
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いことには開立する必要がある。この後の議論で、もわかるように、プーミら「王国政府J

への軍事援助を停止することには大きなためらいがあった。

12月9Hのハリマンからブラウン大使例人への電文で、ハリマンは、米軍をラオスに

投入するか、戦闘が全面的に再開されラオスが共産主義者に牒UIIりされるのを扶手傍観する

のかという川題について、「われわれの政策は、大統領にこのような両極端の選択肢を突

きつけることを回避するものでなければならない」と主張した。そして「この目的を達成

するためには、政府からプーミを去らせるようなドラスティックな手・段をとる用意もしな

ければならなしづと述べ、ブラウンのなはを求めた051

これに対しブラウンも、「必要ならばプーミを切り捨ててでも辿立政府を成立させる」

という政策にいl意した。連立政府の成立は、長期的な浸透や破壊活動の可能性はともかも

く、少なくとも軍事的にラオスが相手側に隊問されるのを防ぐことにはなるだろうとブラ

ウンは述べた。同時に彼は、プーミがスワンナ首班の連立政府に容易に同立するとは思え

ないことも伝えた。ブラウンによれば、 11960年の 8月以来、 16ヶ月間にわたって、われ

われは様々な方法で、そして大きく à'，~なる状況の fで、プーミとスワンナの何らかの組み

合わせを通してラオス問題の解決を見つけ、両者のどちらかをIVJ確に選択することを避け

る努力をしてきた。」しかし、「今Hまでわれわれの努力は成功しなかった。Jその原因は

いろいろあるものの、一貫してプーミ iWJに川題があったことをブラウンは示唆した。55

1"1務省のプーミに対する強硬な態度への変化は、ホワイトハウスの後ろ盾があってのこ

とだった。 12n 27日のマクジョージ・パンデイ (McGeorgeBundy) 国家安全保障担当

補。日Yからハリマンへのメモは、このことを物語っていた。パンデイは、 11<1務省や国防省

などとの間で「相当な見解の相違」があったかもしれないが、「いまや貴殿がその仕事に

就いており、私はすべて直接貴肢の=fに任せたいと考えている」と述べた。そして「大統

領は、スワンナ政府が滑りやすい坂を落ちるのを防ぐ手段にず、っと関心を持っており、従

って、可能なときには、われわれができるだけ迅速にあらゆる同1Mで、総実に行動で、きるよ

う貴肢にできる限りの支援を行いたしづとハリマンに伝えた ô" illし、ハリマン帰国後の

|五l務省のより強硬な姿勢は、まだ政策として実施されたものではなかった。さまざまな制

裁の可能性をプーミ側に示唆することと、実際に何らかの制裁を科すことには大きな問た

りがあった。|問題は、実際の政策としてケネデイ政権自体がとマのぞI~皮までの圧力を本当に

プーミ iWJにかけることができるかにかかっていた。

2-4. プーミに対する「圧力」と懐柔策

1"1務省の姿勢の変化を受けて、 12H '1'1りにはスワンナ政府の発足に備えた、スワンナ

政府の治安部隊への援助や経済援助の検討も始められた057ジュネーブを舞台とした、主

要|丞lによるラオス中立化のための合意文書の作成も 12月末までにほぼ先が見えていた。

しかし、現実には、アメリカの，思う方li'Jにプーミを動かすことはできず、この後も、肝心
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のラオス現地での問題解決は容易に進まなかった。

12月27日の国務省からブラウンへの指示は、「われわれが受け入れることのできる」

スワンナ政府の成立を交渉するために、ブラウンへの「全権限」の付与を確認した。政府

の成立をプーミらが妨害するならば、「われわれは彼らをもはや支援できなくなる」とい

うことをブラウンの判断次第で、は伝えてよいという、 12月411と|μj様の指示も改めて繰

り返された。またその場合、|事l王にも働きかけ、プーミらの辞任と新首相の任命を強く勧

めることもあり得る方法だとされたc出

これを受けて、この日、ブラウンはスワンナと会談した。同 LI、ヴイエンチャンでは、

スワンナ、スパーヌウォン、ブン・ウム 3親王が話し合いを持ったところだった。しかし、

新政府の附僚構成でスパーヌウォン、ブン・ウム双方が国防相、内務相の地位を要求し、

話し合いは決裂していた。スワンナとの会談でブラウンは、彼が以前より政府の閣僚構成

を中道寄りに近づける用意があるとの印象を受けた。 3011にはスワンナとプーミの話し

合いで、新政府の閣僚についてスワンナ首相に加え、パテト・ラオ勢力 4名、ヴィエンチ

ャン派(ブン・ウム=プーミ派) 4名、ヴィエンチャン ':11立派 5名、シエン・クアン派

(スワンナ中立派)5名という合意がなされたことをブラウンは国務省に報告した。国防

相、内務相については合意で‘きなかった。これに対し国務省は、 30日、この 4ふ5-4方式

(仁1"立派を真ん中に置いた説べ方)と、スワンナが国防相、内務中11を兼務することは受け

入れ可能だとの見解をブラウンに伝えた。ブラウンは 30Hの夜、プーミと会談した。プ

ーミはスワンナとの合意について確認し、ブラウンは合意の達成を祝った。しかし、国防

相と内務担iを断念することについてプーミは、翌日予定されていた間議で反対意見が強く

出るだろうと述べ、まだ難色を示していた。剖

翌日 12)'1 31日にもブラウンは、プーミと会談した。しかし、ブラウンの報告によれば、

その会談後プーミは CIAのへイズイーを呼び出し、アメリカの政策に対する不満をぶちま

けたという。プーミは「アメリカの敗北主義的な政策」に大変ショックを受けていると述

べた。「アメリカは王国政府を小さな子供のように扱っておりJ、「アメリカの政策は完全

に共産主義へと真っ逆さまに落ちていくものだ」と非難した。そして閣議で同意を取れる

とは思えないとへイズイーに伝え、「あなた方の大使には言えなかったが、大使が最悪の

事態に備えられるようにしてほしいjと述べた。ヘイズィーは、ブラウンが抜本的な政策

変更を迫るワシントンの具体的な指示を受けて行動していることをプーミに説明し、国防

相、内務中11の地位を断念するように制作した。プーミは、アメリカの支持を失う危険があ

ることも認識していたが、「アメリカの支持が敵に屈服することを意味するのなら、大し

た利益は見いだせない」と主張した。ヘイズイーがいったいどうするつもりかと尋ーねると、

プーミは弱気なところも見せ、わからないが、国を出ることも考えられると話した。ブラ

ウンはこの会談について、プーミがアメリカの政策を完全に到1[解しており、彼の反応も理

解されるものであるとコメントしている。ω
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このような頑ななプーミの態度を受けて、ブラウン大使は「プーミとブン・ウムにかけ

られる圧力で、残っているものは何もなく」、「言葉で伝えられる脅しも使い果たした」とし

て、 1962年の 1月3日、 4日の 2回にわたって、軍事援助の停止を国務省に提案した。ブ

ラウンは、プーミが「痛みを感じる」ところ、つまり半事分野での行動が必要であり、こ

のままではアメリカは「張り子の虎」にしか見えないと主張した。しかし、軍事援助の停

止には米太平洋司令部 (CINCPAC)が反対を唱えていた。ケネディ大統領も、早期に

「制裁」を加えることには二の足を踏んでいた。国務省は、 3親王のジュネーブでの会談

がジ、ユネーブ会議側から提案されていることもあって、この行方を見守るため、現時点で

の制裁は踏みとどまるようにブラウンに伝えた。ただ、軍事援助の停止ではなかったが、

ブラウンは 1月5日、「王国政府J(プーミ側)に 1月の「現金供与 (cashgrants) Jは一

時的に停止することを伝えた。そして、アメリカの軍事援助に|刻する最終的決定は、ブ

ン・ウムがジ、ュネーブへの招待に応じるかどうかにかかっていることを伝えた061

王国政府への現金供与は、非軍事分野の政府財政に充当されるものであり、プーミら

「王国箪」への軍事援助とは別個のものであった。現金供与の一時停止をブラウンに指示

した国務省とのやり取りを示す当H守の資料は不明だが、大使としてのブラウンの裁量の範

囲内で行われた可能性もある。いずれにせよ、この行動はワシントンで否定はされなかっ

た。パテト・ラオとの軍事的対立において「王国箪」の軍事力を削ぐことなく、プーミに

圧力をかける方策として実施されたと考えられる。

なお、同じ頃、プーミが戦闘を再開する可能性のあることがヴイエンチャンから報告さ

れた。これに対し、 1月5日、ケネディ大統領からプーミへの警告として、「現状での王

国政府による戦闘の再開は、王国政府が軍事的にも世界およびアメリカの世論という点で

も支持を失う状況をもたらす」というメッセージを伝えるようヴイエンチャンに指示が出

された062

1962年 1月6日、ケネディ大統領、ラスク国務長官、マクナマラ国防長官、ハリマン、

ジョン・マコーン (]ohnMcCone) CIA長官、ライマン・レムニッツアー (Lyman

Lemnitzer) JCS議長、テイラー、 M ・パンデイらの聞でラオスに閲するトップ・レベル

の会議が聞かれた。会議では、パテト・ラオ側の自制を求めるために、ハリマンがジュネ

ープに行きプーシキンと交渉することについて話し合われた。またスワンナ側の提案が、

プーミに多くのものを残す内容ではないため、「最終的な合意でプーミの個人的満足を満

たす必要」についても話し合われた。大統領は「プーミ自身の必要と彼の仲間たちの必要

を満たすためプーミに財政的な支援を内密に1$し出ること」に理解を示した。マコーン

CIA長官は、 CIA内では、スワンナ政府成立によりラオスが「北ベトナムから南ベトナム

への停泊地Jになるという懸念があることを伝えた。これに対しハリマンは、スワンナ政

府による解決方法を強硬に擁護した。ハリマンは、「この解決方法は昨年 8月にアメリカ

の政策として採用されたもので、現在の問題は、単にプーミとアメリカ大統領のどちらが
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アメリカの対外政策を取り仕切るかというものだ」と発言した。ケネデイは戦闘の再開は

望まないこと、ハリマンの政策を支持することを明確にした。

会議では次のようなことが決められた。第一に、プーミが冒険的行動に出ないように、

最大限の圧力をかけて休戦を維持すること。第二に、プーシキンにアプローチして相手側

が同様に自制することを求めること。第三に、スワンナ政府成立のための交渉が継続され

ること。第四に、国務省と CIAの合意を条件として、プーイにハイ・レベルの「取ヲIJを

提示することを大統領は承認した。63

最後のプーミにとの「取51Jは、前日 5日付けで「スペシャル・グループJのために作

成された文書の提案と重なるものだと思われる。「スペシャル・グループjとは、正式に

は2週間後の 1月 18日の NSAM124で発足した「スペシャル・グループ(反乱対策)J

(百leSpecial Group (Counter-Insurgency))のことである。 5日付けの文書は、この「取

ヲIJと反プーミ・クーデターの可能性について次のように報告をしていた。

a.……プーミが現在の地位から辞任する用意がある兆候を少しでも見せれば、プーミ

の引退のために、われわれは彼にかなりの額の資金を提供する用意がある。

b.プーミに対するクーデターの検討は、当面のところ放棄されるべきである。なぜな

ら、そのようなクーデターの結果は、ラオス陸軍の同結と共産主義者との西側の交渉

の立場をきわめて深刻な危険にさらすことになると考えられるからである。刷

1月6日のホワイトハウス会議での決定のうち、最初の二つはすぐに実行に移された。

まず 6日の国務省からヴイエンチャンへの電文では、ブラウンがプン・ウムとプーミにア

プローチして、プン・ウムがプーミとともにジュネーブでの 3親王の会談に行くよう強く

働きかけることが指示された。ブン・ウムがジュネープに行けば、 1月の現金供与は再開

されるが、行かない場合は現金供与の一時停止が継続するものとされた。第二のプーシキ

ンへのアプローチに関する指示も、 6日、ハリマンからジ‘ュネーブ代表部のウィリアム-

H・サリヴアン(WilliamH. Sullivan)に伝えられた。サリヴァンは翌日にプーシキンに会

った。サリヴアンによれば、プーシキンの反応は、攻撃されない限りパテト・ラオは攻撃

しないと解釈できるものであった。65

6日の決定の三番目は継続して行われていたことだが、四番目の秘密工作については、

プーミ辞任という事実がなかったことから、アメリカからの申し出は行われたとしても、

少なくとも彼の辞任と引き換えの「取日IJが成立したとは考えられない。ただ、後述する

ように、 3月はじめに、プーミの妥協を引き出すために資金提供の申し出がアメリカ政府

からプーミに対して行われた事実はある。いずれにせよ、プーミの妥協を得るためにアメ

リカ政府はあの手この手を使い始めていた。しかし、アメリカの「制裁」は、現金供与の

一時停止という「王国政府」への財政支援のみを停止させることにとどまっており、軍事
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的制裁、つまり「王国軍J、プーミらへの軍事物資の供給停止や軍事顧問の撤退等を含む

ものではなかった。その意味では、アメリカの政策はまだまだ中途半端なものであった。

ケネデイ政権内で、 6日の決定に異論がなかったわけではない。スワンナ政府に対する

CIAの懸念については会議でマコーン長官が言及していたが、 12日には、 JCSからもケネ

デイの政策に対する厳しい批判が出された。 JCSの評価では、プーミ側の「王国軍Jの軍

事的立場は、前年 5月の休戦開始H年よりは向上していた。何が何でも平和的解決を求めな

ければいけないという状況にはないというのが、 ]CSの判断だ、った。またラオスでの休戦

は、共産主義者による南ベトナムでの軍事作戦やタイ、カンボジアへの浸透の隠れ蓑とし

て使われており、共産主義者がラオスの支配をあきらめたという証拠もない、と JCSは主

張した。そして、プーミに対する圧力に「相当するような圧力が、スワンナやスパーヌウ

ォンにかけられたという証拠はないjとJCSは不満を露にする。そして、「この時点で反

共主義者へのアメリカの援助を停止ーするのは自己破滅的である」と警告した。66

1月13日には、結局、ハリマン自身がジュネープへと赴くことになった。ブラウン大

使もジュネーブでハリマンに合流した。 16日にハリマンはスワンナと会談し、閣僚の人

選次第では、 4・5-5-4方式の連立政府の構成をアメリカが受け入れることを伝えた。また、

プーミにアメリカがかけている圧力の内容についても説明した。 18日にはブラウンが、

プーミ、プン・ウムと相次いで会談した。しかしプーミは、閣僚構成について自分の立場

には変化がないとブラウンに述べた。ブラウンが軍事援助の停止の可能性に言及すると、

プーミは、「アジア人を決して脅すべきではない」、援助を停止したければ、「ただそうす

ればいいだけで、脅す必要はないのだ」と応じたという 067

それで、も、この会談も含めた 2日間の説得によって、ブン・ウムとプーミは 3親王の会

談に応じた。 19日には 3者間で、閣僚の配分について新たな合意が達成された。 18人の

閣僚のうち、中立派には首相、大臣 9名と副大臣 6名が分配され、残り 8名の閣僚につい

ては、ブン・ウム派、スパーヌウォン派がそれぞれ副首相 1名、大臣 1名、副大臣 2名を

得ることになった。ハリマンらは、この奇妙な組み合わせの合意を一応は歓迎した。しか

し、結局、どの派がどの大臣の地位を得るかについて、最終的な合意には至らなかった。

ただ、外交、財務、情報の 3閣僚のうち 2つを得られるならば、国防、内務の 2つの地位

を中立派に明け渡すことを、ブン・ウムが署名したコミュニケで認めたのは会談の成果と

見なされた。68ょうやく、アメリカの圧力が一定の効果をもたらしたかのように思われた。

残念ながら、アメリカ側の歓迎ムードは、プン・ウムとプーミがジ、ユネーブを去るとす

ぐについえた。彼らはラオスへの帰路、タイに立ち寄り、彼らの後ろ盾であるサリット・

タナラット (SaritThanarat)首相との会談を行った。ケネス・ T ・ヤング (KennethT. 

Young)駐タイ米大使も同席したこの会談では、ヤングの説得にもかかわらず、サリット

とプン・ウム、プーミは国防、内務については譲歩すべきではないということで意見が一

致した。ヤングの報告を受けた国務省は、「サリットとプーミの行動は、署名された非公
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開コミュニケの内容からすると、信じがたいもので、驚くべき二枚舌の表れである」とシ

ョックを隠せなかった。そして国務省は、ブン・ウムとプーミを「個人としては」支持し

協力することはできないこと、このことを国王やすべての主要な非共産主義者のラオス政

治家・軍指導者にアプローチして広く知らしめ、スワンナ述立政府の成立に彼らが影響力

を発揮することを期待した。印いずれにせよ、この時点では、結!品、現金供与の一時停止

という「圧力」に日を見振るような効果はなかったのである。

ケネデイ政権内のプーミらに対する信頼は、急速に弱まっていた。このような状況を受

けて、 1月27日にはケネディ大統領からプーミへの親書が作成された。その中身は、「国

家統一政府の成立」が決定的に重要であり、そのためには大統領の見解に基づいたハリマ

ンとブラウンの「忠告に従うことを貴殿に強く要請する」、「このような目的に向けてわれ

われが協力することを坑股が可能にするように希望するJという一方的なものだ、った。同

じ27日の国務省からブラウン大使への電文では、「プーミとの故終的な決着をもはや先延

ばしにはできないJことが「故も高いレベルで」決定されたとされ、国防相、内務相を断

念しプーミがルアンパパーンでの 3親王の会談に応じなければ、「彼とのすべての接触を

断つ」という政策が打ち11¥された。しかも、この点について、プーミからの 24時間以内

の返答を条件としていた。満足できる展開がなければ、 2月の現金供与も停止することと

した。但し、プーミが 2)J 2 11のルアンパパーンでの 3親王の会談に同意したため、この

ケネデイ親書の伝達と屯文の指示の実行は一時的に見合わされた。70

1月29日、ブラウン大使はプーミと会談した。ブラウンは、 l￥|防相、内務相を中道勢

力に明け渡すべきであるというアメリカ政府内の「最も高いレベル」での決定を受け入れ

るように迫った。しかし、プーミにはまだ決断する用意はなかった。その日、国王とも会

談したブラウンによれば、凶王は外部からの内政干渉にいらだっていた。国王は、プーミ

寄りの姿勢をとっていたため、アメリカの望む方向でプーミを説得してくれる可能性はほ

とんと舎なかった。この結果、 311二|には、用意されていたプーミへのケネディ親書と、国

防相、内務相で妥協しなければ「すべての接触を断つ」という「故後通告」を含む 27日

の国務省からの電文の内科が、ブラウンからプーミに伝達された。しかしプーミは、他

のラオス指導者や凶王との話し合いの必要があるとして明確な返答を避けた。71

ブラウンは、プーミとの接触を断つという政策にあまり効果があるとは考えていなかっ

た。アメリカがプーミ派の「王国政府」と「王国軍」に対する軍事的、経済的な支援を継

続するかぎり、他にめぼしい保守的な指導者が見あたらない状況で、「王国政府」そのも

のとも言えるプーミとの例人的接触を断ったとしても、このような制裁の効果はないだろ

うというのがブラウンの見方だった。72実際、ケネデイ政権のプーミに対する「制裁Jの

実施は、ゆっくりしたものだった。軍事援助を撤回してまで illi!J裁」を加えることに対し

ては、 ]CSやCIAなどから反対があった。ケネデイ白身も優柔不|析だ‘った。前年の 10月

以降続けられてきた言葉による段階的な圧力の引き上げ、あるいは市.事援助の停止を含ま
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ない「制裁」の強化は、プーミ 1l[1Jの交渉継続の姿勢はある程度導きI!'Jしたものの、スワン

ナ政府の実現という点ではほとんど効果があるようには思えなかったο

3.スワンナ・プーマとの「直接交渉J路線への転換

3・1. ナムターの衝突とスワンナとの「直接交渉」

以 l二のような状況にひとつの転機が訪れたのは、 2月に入ってすぐた‘った。 3親王の話

し合いがもたれる直前の 2月1日、ビルマ、中国との国境にptlまれたラオス北西部のナム

ターで、パテト・ラオがプーミ ïp:の l(~ijrtl を防ぐため飛行場に砲般を始めたのである。ナム

ター自体は王|王|政府の支配下にあったが、その周辺にはパテト・ラオ支配地域があった。

パテト・ラオによる砲撃は休戦協定違反と言えた。しかし、この衝突は、アメリカ側では

即時にプーミ 1l!1J["王国軍」の挑発的行動により発生した可能性が向いと断定された。i3ナ

ムターで「王国軍Jが攻撃にさらされている状況、あるいはパテト・ラオがナムターを攻

略した状態で交渉を継続することに問題はあった。それでも、 2月6EIに行われた、国務

省、出防省、 CIAの代表による合同会議は、アメリカの政策変!Jlを決定的なものとした。

会議では、ハリマンが国務省の提案として、連立政府に|刻する交渉を「直接jスワンナ

と行うこと、そして述立政府が成立した|暁にはアメリカの承認をブン・ウム政府からスワ

ンナ政府へ切り替えることを主張した。会議の大多数の出席行は、ナムターでの停戦実現

が第一の優先事項であるとはしながらも、これに賛同した。スワンナへのl直接のアプロー

チは、ヴイエンチャン駐在の米英仏大使を通して行うことでも一致した。 決定は、即日、

1"1務省からブラウン大使へと伝えられた。71このような決定の背景には、「王国軍」の軍事

力に対するアメリカ側の評価の低下も関係していたと考えられる。前述したように、 1月

中旬の]CSの評価では、「王国11(Jの能力は前年より向上しているはず、だ‘った。しかし 1

) J 31 11の「特別国家諜報分析JSNIE 58/1-62の評価では、北ベトナム軍部隊によるパテ

ト・ラオ支援や「王1，，1軍」に対するパテト・ラオ軍の優位が強訓された。75そこに、自ら

が招いたナムターの衝突における「王岡市」の劣勢で、ある。

2月611の決。定の意味は、プーミとスワンナらとの問の合立達成を催先することはあき

らめ、述立政府の閣僚構成については、米英仏がまずスワンナiWJと市抜交渉して決定する

ということにあった。つまり、実質的にプーミを迂回して、米英仏とスワンナが合意した

案をプーミに提示することを意味していた。この決定に基づいた折示は、「スワンナとの

抗接交渉のための計画概要」としてすぐに国務省からヴイエンチャンに送られた。この文

書には、ナムターでの攻撃停止の実現、その後の米英仏大使によるスワンナへのアプロー

チ、 ICC共同議長国である英ソ代表のラオス招科、国王へのアプローチ、スワンナへの訪

米安請なととの蛇言が含まれていた。日的は、「プーミからイニシアティブを奪い、彼がわ

れわれの手を料るのを防ぐ」ことにあった。刊
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国務省の指示に対しブラウンは、休戦の可能性とスワンナとプン・ウムの話し合いの見

込みがあるとして、「スワンナとの直接交渉」を延期するように要請した。ブラウンが問

題視したのは、スワンナへのアプローチを、ナムターでの攻撃停止の実現後に行うように

指示されていたことだった。明確な休戦が成立していない以上、攻撃停止後にアプローチ

せよという国務省の指示は矛盾していたように思われた。しかし、国務省は 13日に改め

てブラウンに直接交渉を進めるように指示した。77なお、この時点では、ルアンパパーン

で3親王による話し合いを行うことは合意されていなかった。

スワンナとの直接交渉を実行しようとしていた状況で、 2月21日、ケネデイ大統領は

民主党・共和党超党派の議会指導者との会談を行った。この会談は、前年 4月27日に行

われた議会指導者との会談と同様、ラオス問題に対するケネデイ政権の政策を制約するう

えで重要なものとなった。前年 4月には、議会指導者たちはラオスへの米軍介入に対して

一致して否定的な見解を示した。これは当時ケネデイ政権内で高まりつつあったラオス軍

事介入路線に対するひとつの歯止めとなった。78この 2月の会談でも、議会指導者は一致

してラオスへの軍事介入に否定的な見方を示した。

上院の多数派・民主党院内総務のマイク・マンスフィールド (MikeMansfield)上院議

員は、「ラオスに巻き込まれれば、朝鮮に巻き込まれたとき以上に一層ひどい状態になる

かもしれないJ と述べ、スワンナによる解決方法が rllll~-の理にかなったもの」であると

主張した。またマンスフィールドは、南ベトナムとラオスを比較考量して「われわれの主

要な関心は南ベトナムにある。ラオスの泥沼に巻き込まれることがないように願うもので

ある」と主張した。上院外交委員長の J・ウィリアム・フルプライト(J.William 

Fulbright)上院議員もマンスフィールドの見方に賛同した。議事録によれば、フルプライ

トはアメリカの秘密活動についても次のように述べていた。79

彼[フルプライト]は、あまり公式なものになると撤退できなくなると思うので、

8300人であろうが 1万人であろうが非公式にされているかぎり、判断する立場にも

なく反対でもないという意見を述べた。彼は「われわれが公式に巻き込まれることは

望んでいない」と述べた。

フルプライトが言及していたのは、アメリカによるモン族部隊の増強であった。アメリ

カによるプーミへの圧力が強化され、「制裁」の内容が検討され始められるなか、モン族

部隊の支援については「他の承認された計画」に基づいており、「あらゆる制裁から特別

に除外」されていた。朋プーミ軍の弱体さに比べ、戦闘能力が高く評価されていたモン族

部隊は、パテト・ラオ勢力を抑える手段としてますます重視されるようになっていた。フ

ルプライトの発言は、議会指導者が、行政府による秘密作戦を知らされていても「公式」

でないかぎり、あるいは「否認できる可能性 (plausibledeniability) Jさえ確保されていれ
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ば、行政府の政策を追認する傾向があったということを象徴的に表していた。この会議で

もフルブライトは、大統領らに対して「あなた方が行っている政策は正しいと思う」と明

確に述べていた。

このような状況を受けて、 2月23日、ホワイトハウスは、国務省のチャンネルを通さ

ず、「ホワイトハウスからヴイエンチャンへの電文Jを送った。なぜ国務省のチャンネル

を通さなかったかは定かで、はない。「ホワイトハウスからヴイエンチャンへの電文」とい

うだけでは、ブラウン大使ではなく、以下の文面からしても、ヴイエンチャンの CIA代表

あるいはプーミとのリエゾン役に送られた可能性もある。ただ、この時期のラオス政策に

関しては、ハリマンやブラウン大使が蚊l脹の外にあったとはほとんど考えられない。いず

れにせよ、「貴殿はできるだけ早い機会にプーミと会談する」こと、そしてプーミに「合

衆国政府のすべての機関は、大統領によって決定された政策の実行において一体であるJ

ことを伝えるように、ホワイトハウスは指示した。別但し、実際にこのメッセージがプー

ミに伝えられたのは、後述するように、 3月6日になってからのようである。

2月 23日には、ヴイエンチャンで米英仏の大使とスワンナとの会談が行われた。この

会談で 4人はスワンナが受け入れ可能な連立政府の閣僚構成を作成し、スワンナはこれを

スパーヌウォンと協議することを約束した。翌日、ブラウンは再ぴスワンナと会談した。

スワンナはプーミと話し合いを持ったことを報告した。閣僚構成について、プーミから国

王の承認を受けた新しいリストが提示され、スワンナは米英仏大使の合意した閣僚リスト

をプーミに示した。ブラウンによると、この閣僚リストが米英仏と合意したのものである

ことをスワンナがプーミに伝えたかどうかは不明であった。いずれにせよ、プーミから閣

僚リストに対して反応はなかったと報告されている 082

2月26日、国務省への電文でブラウンは、ヴィエンチャン米大使館(カントリー・チ

ーム)の一致した見方をワシントンに伝えた。それは、「国防相、内務相がスワンナの手

中にあるスワンナ政府を、プーミが受け入れることはない」という判断であった。そのう

えで、プーミに「本当の制裁」を科することなく、スワンナと直接交渉を進めても、中途

半端なやり方で事態が長期化するだけであると主張した。ブラウンは、自分に「梶棒

(stick) Jを与えること、そしてそれが「どのような根棒であるのか」をきちんと示してほ

しいと国務省に要求した。田

2月末には、プーミや他のラオス指導者との交渉において、ブラウン大使を支援するた

め、国務省極東局でハリマンの補佐役を務めるようになっていたサリヴァンと NSCスタ

ッフのマイケル・ V・フォレスタル (MichaelV. Forrestal)がラオスを訪問することにな

っていた。おそらく以上のようなブラウンの要求を受けて、ハリマンは、ケネデイ大統領

にブラウンへの指示を改めて要請したようである。

大統領が2月28日に承認した指示は、以下のようなものであった。まず、「プーミ支配

の政府から、国王の承認するスワンナ政府に支持を切り替えるJこと。同時に、共産主義
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者に対抗するうえでスワンナが頼らざるをえない、右派の政治的軍事的な力を破壊しない

ようにすること。このふたつが当面の目標であるとされた。そのうえで大統領は、 3つの

分野でブラウンに「全権限」を与えることを承認した。第一は、「ブラウン大使は、王国

軍を破壊するような手段を除いて、われわれのVI標を達成するのに必要な、プーミに対す

るどのような圧力(制裁) [カッコ内原文]をも自由裁量で行使する全権限をもっJことだ

った。他の二つは、ブラウンが、ラオスの政治・軍事指導者に影響を与えるために、「あ

らゆる公然および秘密の手段」を使うこと、政策遂行のためには、ラオスのどのような場

所でどのような人物と会うことも許可するというものだった。削

その後、スワンナは、スパーヌウォンと合意した新たな閣僚構成をアメリカに示した。

これには、パテト・ラオ寄りであるとしてブラウンも同務省も反対した。同時に、 3月 6

日のアレクシス・ジョンソン副国務次官のメモによれば、アメリカは、サリットらと会う

ためバンコクに発つプーミに対し、「スワンナ政府への協力及び支持と引き換えに、相当

な『ニンジンj を提供するJ ことを申し出た085 この I~I し出は、 1 月 6 日のホワイトハウス

会議で協議されたプーミへの「秘密工作」としての資金提供か、その延長線にあった工作

だろう。同日の「ヴイエンチャンからワシントンへの屯文」では、「われわれ」とプーミ

との会談が行われたこと、そして 2月23日、プーミに「ワシントンからヴィエンチャン

の電文」で指示された大統領からのメッセージが伝えられたことが報告されている。彼ら

はプーミに対し、大統領はプーミが新しい政府で「有用な役割を果たす」ことを期待して

いること、しかし、連立政府やその交渉に参加することを拒む場合、アメリカはプーミを

「軍事的には支援できない」こと、さらに相手側が攻墜してきた場合でも、軍事的にプー

ミを援助する決意がないことを伝えた。そしてジョンソンのメモで言及されていた「ニン

ジン」にあたるrllし出が繰り返された。彼らは、プーミが国防相、内務相をあきらめ、ス

ワンナ政府に参加して彼の仲間を有用な閣僚の地位に就けるならば、アメリカは「反共主

義勢力を強化し彼の支持者を支援する試みで、プーミを援助するため利用可能な資金を提

供する用意がある」ことを伝えた。「これがほぼ唯一の打開策である」と彼らはプーミに

強く促した。彼らは何度もijl{るプーミに説得を繰り返した。しかしプーミは、アメリカの

申し出を受け入れる決断をしなかった。なお、プーミとの会談者およびこの電文の作成者

の名前は公刊された米外交文書では伏せられているが、この電文の添え状がCIAのリチヤ

ード・ヘルムズからパンデイへのものであることを考えると、 CIA局員を含むグループが

「われわれ」であったと推測できる。この電文にはケネディも日を通していた。師

ちなみに、この日の朝、バンコクでCINCPAC司令宵ハリー・ D・フェルト (HanγD.

Felt)提督と駐タイ米外交官のレナード・ S・アンガー(LeonardS. Unger) もプーミと

会談していた。フェルト提督はプーミに前述の大統領のメッセージの内容を伝え、スワン

ナ政府に協力をしなければアメリカの支援を失うとして彼の説得を行った。しかしプーミ

の考えを変えるには至らなかった。町
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3)J 6 1二|、ラスク国務長'I~'・とタイのタナット・コーマン(111anat 阻lOman) 外相 iの問で、

タイの安全保|僚に閲する声明が発表された。 SEATO傘下で['[11，1の安全が本当に保障され

るのかどうかを懸念するタイに対し、アメリカはタイへのアメリカのコミットメントが

「集卜JIn0 Jというだけでなく、「例別 (10Jなものでもあることを保証した。つまり、

SEATOの効力に疑いをもっタイに対し、タイが攻撃を受けた場合、アメリカ単独でも援

助に駆けつけるという解釈ができる内作だ、った。ケネデイによれば、これは、ラオスに|刻

してタイの支援を得るためにり・えたコミットメントでもあった。刷このようにケネディ政

権は、タイの安全保障に対するアメリカ単独のコミットメントと引き替えに、ラオス中立

化に反対していたサリット政権のM:終的な支持を待た。この「ラスク=タナット合意Jは、

その後、タイ政府による米軍の股引受け入れにつながる重要な転換点ともなった。制

3-2. ハリマンの脅しと「軍事制裁」の検討

一方、ヴイエンチャンでは、ブラウン大使やブラウンを助けるため特使として派遣され

たサリヴァン、フォレスタルらが主要なラオス指導者と相次いで話し合いを持ち、スワン

ナ政府への支持を取りつけようとした。しかしアメリカの政策やスワンナに対する批判は、

ラオスの軍関係者ばかりでなく文民政治家の問でも予恕した以上に強かった。このような

情勢の中で、サリヴァンとフォレスタルは、 3月15日に南部のサワンナケートでプーミ

と三度にわたって会談したりしかし彼らでは役不足で、説伴は失敗に終わった。川

~:if )日jは、ハリマンが登場することになった。当初は、サリット，"1十11の1IjJ介により、バン

コクでハリマンとプーミの会談は行われることになっていた。しかし、会談直前の 3月

19 1二|に、プーミは CIA のヘイズイーに対し、内閣と国[~が「砲、怖の任務」で他国政府代

表と会うことには反対しているという[1実で、ハリマンのヴイエンチャン訪問を要求した。

これには、 20日にバンコクに到着したハリマンは怒り心顕だった。サリットの協力を伴

てプーミを説得するつもりだ、ったハリマンは、「たとえもし私がプーミと話すことになっ

たとしても、[中略lブラウン大使が蛇案した軍事物資の供給を{栄町する、というところま

で彼の腕をねじ伏せることのできる立J坊が必要だ」と、大統領に宛てて訴えた。これは、

|司じ 11に、軍事顧問同との検討を経てヴイエンチャンの米大使館が、軍事車両から武器、

リtji薬、通信機材、スペア部品に至るまで、王国)li'・への軍事物資供給の全1M的一時停止を勧

告したことを受けての主張だ、った。引

しかし、この期に及んでもケネデイ大統領は、プーミに対する「取引制裁」にかなり臨

踏していた。このような大統制の姿勢は、前日にハリマンには伝えられていた。ただ、大

統領はハリマンに、プーミとサリット，"1村lに対し、戦闘が再開されても、国際情勢からし

てプーミを助けて介入することはないことを明雄に伝えるよう希望していた。一方、フェ

ルト組:'j千やレムニッツアー ]CS議長は、プーミへの制裁としての市中刷IllJ団の撤退には反

対していた。この意向は、マクナマラ 11<1防長官を通して大統制に伝えられた。なお、フェ
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ルトは、交渉が決裂し戦闘が再開された場合でもプーミを支援することを主張していた。

結局、国務省からハリマンに送られたワシントンの回答は、軍事制裁を加える権限をハリ

マンに与えるものではなかった。大統領は、 23日、軍事援助の停止をハリマンが大統領

に勧告する意図であることを、最後の手段としてのみプーミに伝えることは許可した。し

かし、その時点でプーミへの箪事援助を停止することは賢明でないと、ケネディ自身は考

えていた092

バンコクでプーミに待ちぼうけを食わされていたハリマンは、 22日にサリット首相、

タナット外相と会談した。この会談でサリットは、彼とハリマンが、プーミとラオス国境

沿いのタイのノンカイで会談することをプーミに提案すると話した。ヴイエンチャンから

ノンカイは 30キロほどの距離である。バンコクでもヴイエンチャンでもなく、双方の顔

を立てるかたちで提案されたノンカイでの会談をようやくプーミは受け入れた。田

ノンカイ会談は、 3月 25日に行われた。ハリマンとサリットに同行して、タナット外

相、ヤング駐タイ米大使、サリヴァン、フォレスタルもノンカイに赴いた。ブラウン大使

は病気でバンコクの病院に入院中だ、った。サリット、タナットもプーミの説得に加わり、

連立政府を受け入れるように促した。タナットは、国防相、内務相の問題を解決するため

に、「トロイカJ方式を提案した。これは、それぞれの省のトップ 3人を三派で分けるか、

三派合同の委員会に責任を委ねるというものだった。ハリマンによれば、プーミはすべて

の説得に対して抵抗した。その後、ハリマンはラオスに入り、ラオス国王、他のラオス政

治家との会談を行ったが、こちらでも見るべき成果はなかった。9.'

ノンカイ会談で注目すべきことは、ハリマンがプーミに対して取った態度だった。サリ

ヴァンは、ハリマンが「プーミに対して非常に厳しくあたり」、「テープルに居並ぶこの連

中の一人一人に対して目の前で指を立てて振った」と回想している。フォレスタルによれ

ば、ハリマンは、もし戦いが続けば「お前たちろくでなしは、そこの川[メコン}II]を泳

いで渡らなければいけなくなるだろう。しかも全員が渡れるとは限らない」とはっきり言

ったという。本当にハリマンが「ろくでなし」という言葉を使ったかどうかはわからない。

ハリマンの言動が、最終的にどれほどの変化をプーミにもたらしたかも定かではない。95

ただ、この後、ハリマンらの助言を基に、ワシントンではプーミらへの一段階上の「制裁」

が検討され始めた。プーミとの実りなき交渉が、軍事制裁を発動する権限を事前にケネデ

ィから与えられなかったハリマンの立場をさらに強くしたことは間違いないだろう。そし

て5月になると、プーミらの軍隊は実際に「川を泳いで渡Jる事態に陥る。ラオス中立化

を余儀なくさせる事態は近づいていたのである。

3月末、ハリマンは、ヴィエンチャンのサリヴァンやブラウンらに対し、プーミへの

「冷遇」姿勢を示すために、プーミとのリエゾン役である CIAのへイズィー、軍事援助顧

問団団長アンドリュー・ J・ボイル(Andrew]. Boyle)の召還、協議のためのブラウン大

使の召還といった手段について検討を要請した。サリヴァンはこの要請に対し、へイズィー
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の召還には賛成した。ブラウンの召還と 5月には任期終了予定だ、ったボイルの召還につい

ては反対した。ヘイズィーは、リエゾン役としてプーミに|期する情報を得る貴重な存在で

もあったが、彼の召還は、プーミに大使との協議を強いるという点でも効果的とされた。肘

この結果、ヘイズィーの召還は実行に移されることになった。ただ、米軍事顧問の「ホワ

イト・スター部隊Jがプーミ軍に同行しているという事実に何ら変わりはなかった。しか

し、プーミに最も近いヘイズィーの召還は、きわめて象徴的な意味を持っていた。

この頃のテイラ一大統領軍事顧問のメモによれば、|孟l務省はほかにもいくつかの可能性

を検討していた。そして「ハリマン知事は、情勢を大統領と議論しているが、国防省・

]CSとはほとんど協議していないのは明らかJという状態だ‘った。ワシントンに戻ったフ

オレスタルは、上司の M ・パンデイ困家安全保障担当補佐官に、大統領個人がとるべき

手段について検討するメモを提出した。その中で彼も「軍事制裁が論理的な次の手段であ

る」と勧告した097

4月9日、ケネデイ大統領自身が、ワシントン駐在のラオス大使(王国政府=ブン・ウ

ム・プーミ政府を代表)との話し合いを行った。これは、大使側が、ラオス国王から大統

領への親書を受け取り、ケネデイとの会談を要請したものだった。ケネデイはラオス大使

に対し、パテト・ラオ勢力がより強力になっており、「休戦が崩れ戦闘が再開されれば、

ラオスは終わりである」と明確に述べた。そして述立政府の成立が、「共産主義者に勝利

する可能性をもたらす 11住ーの解決方法である J こと、 íì段闘が l呼 IJ~j されても、アメリカが

介入したり、米軍を送ったりすることはない」ことを強調した。捌

3・3. i軍事制裁」の決定

4月16日になると、サリヴァンは、ハリマンに以下のような提案を行った。まず、 5月

7日あたりを期限として、[1<1防相、内務中11の地位をプーミらに断念させ、 トロイカ方式に

よる連立政府を前提としてタイに説得にあたってもらうこと。期限までにこれが成功しな

ければ、「軍事制裁」を加える。但し、「制裁」は「王国軍」の前椋部隊に派遣されている

米軍事顧問、つまり「ホワイト・スタ一部隊Jの「撤退」に限定されることとした。また

この方向で努力するため、英仏ソと協議し協力をとりつけることも提案されていた。

ハリマンはすぐさまサリヴァンの提案を承認し、国務長官に回した。翌 17日には、フ

ォレスタルがその日に行われる議会指導者との会談月Jの大統制宛てメモとして、この提案

を大統領に伝えた。これは、 ~q{事顧問の一斉11撤退というプーミへの「穏健な軍事援助停止J

の可能性を議会指導者に事前に主11らせるためでもあった。フォレスタルのメモでは、後方

に撤退する軍事顧問の数を、 18チーム(約 450名)のうち 7チームか 8チーム(約 100

名)としていた。フォレスタルは、この程度の撤退ならば、「王国軍」の力に甚大な影響

を及ぼすことはないだろうと判断した。また彼は、ハリマンが、「ラオスでより柔軟な政

策をとることは、われわれのベトナムにおける戦略的立場を強化するという観点から理解
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されるのが最良である」と考えている、とケネデイに伝えている。附

以上の提案は、 4月 191と|、 NSAM149として大統領の正式な決定となった。大統領は、

7チームか 8チームの「ホワイト・スター部隊」を前線から後方へ「撤退」させることを

「計画する」権限を国防長官に与えた。しかし彼らは、任務のJUJllijが終了するまではラオ

スに残ることとされた。また、後方への「撤退J時期は国務長官が決定するが、 5月711 

より前には行わないとされたom

この決定は、同日のうちにヴイエンチャンに伝えられた。 I;;J11;¥'に、ケネデイ大統領から

国王への親書もブラウンに伝達された。そしてブラウンは国王に、ケネディも議会指導者

もラオスに米箪を介入させるm意はないことを口頭で伝えるように指示された。連立政府

に対しては、あらゆる援助をアメリカが提供する用意があることも伝えるように指示され

た。ブラウンは、この指示に従って|司王と 4月23日に会談し、ケネデイのメッセージを

伝えた。 101 この内容は同時にバンコクのヤング大使にも伝えられ、同じ日、ヤングはサリ

ット首相との会談で、ラオス国王へのケネディ親書の内容とアメリカの方針を伝えた。ま

たサリットとタナット外相に、パンコクを訪問予定だ、つたプ一ミらの説得にあたつてくれ

るようにも要請した。Jl叩0

アメリカ政府の要請に基づづ、いたサリツト首キ柑目と、プン・ウム、プーミとの会談は 4月末

には行われたようである。 5月 1FJのバンコクのヤング大使からの報告によれば、ブン・

ウムとプーミは、スワンナ首相lの 1;-での国家統一政府に1，;Jxました。国防相、内務相に関す

るトロイカ方式による解決も受け入れた。アメリカによる圧力が通じたとも言える。ヤン

グは、政治的妥協を求めるサリットの圧力は、プーミらにとって大変なショックだったよ

うだとワシントンに伝えている。サリットは、問題は、プーミの「顔を立てるjことにあ

り、そしてプーミらを援助するためにアメリカがどのような見返りを用意できるかにかか

っていると考えていた。山

ハリマンは、プーミらがようやく態度を変え始めたことを歓迎した。これが、「財政支

援の停止J(現金供与の停止)と「穏健な軍事制裁」の効果だと彼は考えた。しかし、何

度もプーミには裏切られてきていたことから、停止されていたプーミらへの支援を再開し

たり新たな援助を行ったりすることには慎重だ、った。山

ただし、ハリマンの制裁の効果に関する評価にもかかわらず、この時期に決定された

「穏健な軍事制裁」は、きわめて控えめなものだ、ったことには間意する必要がある。米軍

事顧問の「撤退Jと言っても前線から後方への後退のみで、しかもこれを「計画する」権

限を国防長官に与える、という遠回しな決定だ、った。「王国軍」自体への派遣が撤回され

たわけでも、ラオスからの撤退が決定されたわけでもなかった。 2月のホワイトハウス内

でのあるメモが言及していたように、「南ベトナムでのわれわれのコミットメントと失敗、

そしてラオスに関するタイ人とのわれわれの議論の論理的根拠を考慮すれば、[ラオスで

の]最終的な決定がどのようなものとなるかについてのl暖昧さにもかかわらず、共産主義
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者によるラオス南部および、iJ_li部の支配を 11'受できないところまで来ている」のであった。

南ベトナムやタイとの関係を考えれば、プーミがいかに役に立たない人物であれ、連立政

府が成立したときにも必要な、パテト・ラオ勢力に対抗できる軍事力の弱体化につながる

事態は、アメリカ政府としてはどうしても避けたかったと言える。

4.ナムター陥落とラオス中立化の成立

4・1. ナムタ一陥落

1月末に始まっていたパテト・ラオによるナムター砲鍛は、ラオス駐在のイギリスやソ

連の外交官の働きかけもあって1:1:1.11二されていた。しかし、英大使館付駐在武官ヒュー・ト

ーイ (HughToye) によれば、プーミはナムターの「王1"1半J駐屯地の兵力を 5000名ま

で増強していた。そしてナムターを再びパテト・ラオ支配地域の偵察に利用していた。ケ

ネデイ政権は、米軍事顧問jを通じて、プーミの挑発的な哨強に警告をしていた。プーミの

行動は、軍事衝突を意凶的に招いて交渉を拒否する口実を作る、場介によっては、米箪の

介入を余儀なくさせるという怠図で行われているのではないかとワシントンは疑ってい

た。プーミ側の増強に対して、しばらくはパテト・ラオからの反応はなかった。しかし、

実際に両者の衝突が起こったところで、 5月3日、パテト・ラオはナムターへの砲撃を再

開した。パテト・ラオの一斉攻!撃に対し、臆病なプーミ ll(はナムターを放棄し、メコンJ11

のパン・フアイ・サイまで敗走した。そして 5月11日には、メコン川を渡り大挙してタ

イに逃れたのである。トーイによれば、タイに逃れた約 3000名のプーミ軍兵士は 15日ま

でにヴイエンチャンに飛行機で送還されたが、 2000名以 1-.の兵土ーはパテト・ラオに捕ら

えられたままとなった。川

ナムターの陥落は、ラオス情勢を一変させる事態となった。アメリカはスワンナ政府の

支持を前年 8月に決断しながら、それまで優柔不断とも言えるほどのスピードで段階的に

プーミらに交渉と同意を求める圧力をかけてきた。しかし、ナムター陥落と「王国軍jの

敗走は、プーミに対する圧力や「ニンジンjの提供といった策略さえほとんど必要ないも

のとした。 3月にノンカイでハリマンが脅したように、プーミの軍隊は、文字通り、メコ

ン川を渡って敗走せざるをえなくなったのである。そして「王国軍J部隊に同行していた

12人の米軍事顧問もヘリコプターでナムターを脱出せざるをえなかった。lOi

ナムタ一陥落は、ワシントンで衝撃をもって受けとめられた。プーミ側がナムターで兵

力を危険なほどに増強して攻峡を招いたとしても、この事件は前年 5)J以降の最大の休戦

違反であった。ボール国務長行代理と M ・パンディ補佐官は電話の会話で、ナムターの

陥落をデイエン・ピエン・フーの陥落になぞらえた。ケネデイ大統領も 9日には記者会見

を聞き、休戦違反を非難した。 但しケネデイは、休戦状態がlul復して、政治交渉が継続さ

れることへの希望を表明することも忘れなかった。また事態の悪化を|リJぐために英ソ政府
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へのアプローチも行われた。同日、ロパート・ケネデイ (RobertKennedy)司法長官はソ

連のアナトリー・ F・ドブルイニン(AnatolyF. Dobrynin)駐米大使と会談し、 ドブルイ

ニンから「フルシチョフ首相は独立した中立のラオスを達成する政策を変更していない」

という言質を得ていた。剛

5月10日、ケネデイ大統領を交えたホワイトハウス会議では、「共産主義者によるラオ

ス全土の奪取を防ぐため」、そして中立化あるいは実質的な分割によって政治的解決を求

めると同時に「可能ならば、ラオスにおける戦闘への米軍投入を回避するため」の国務省

からの提案が出された。提案の内谷は、第 7般隊の一部艦船のシャム湾への移動、タイの

コラート地域に演習のため駐留していた約 1000名の米戦闘部隊をヴイエンチャンの反対

側に位置するタイ国境地帯へ移動させるというものだ‘った。会議で、大統領は、「予備的措

置」としてシャム湾への第 7艦隊の移動命令のみを承認した。 故終的な決定は、当時、 1"1

外にいた国防、国務両長官と ]CS議長が帰国してから協議されることとなった。また艦隊

の移動に関する公式発表は行わないこととされたom

しかし、国防長官、 ]CS議長が帰国した後に出された、理I1の]CSから国防長官への提

案は、全面的なプーミ軍への援助の再開、米戦闘部隊のタイ同境地帯への移動、モン族部

隊の作戦強化、米軍の東南アジア派遣を含む SEATOの緊急時軍事計画「プラン 5Jの実

施準備などを含む、きわめて強硬なものとなっていた。 12けには、午前、午後の 2回に

わたって、ラスク国務長官、マクナマラ国防長官、レムニッツアー ]CS議長らを含むホワ

イトハウスでの会議が聞かれた。そこで、第 7艦隊のシャム湾への移動が正式に承認され

た。但し、米戦闘部隊のタイの国境地帯への移動に関する決定は先延ばしとされた。 110

なお、このようなアメリカの行動が、「プーミを支援するためにアメリカが急いで、駆け

つけているj とラオス人に解釈されないことが重要であるとケネディ政権は考えていた。

このことは、当日、「関係するすべての米政府諸機関のトップレベルでの政策決定」とし

て、ラスク、マクナマラ両長官も承認したヴイエンチャン宛て泣文でも強調されていた。

そもそも政府内ではプーミの軍事作戦が攻撃を招いたと解釈されており、今回のナムター

陥落の責任はプーミ個人にあると、この電文も断じていた。そして、プーミが「王国政府J

閣僚の地位を辞し、米軍事顧問のi{1接の指令に基づく軍司令官の役割のみに自らの役割を

限定すべきことが強調された。 13FIのホワイトハウスでの会議では、ケネディ大統領も、

「プーミを全く信用していないので、彼のために、われわれがラオスに介入することはで

きないし、介入するつもりもないJと述べていた。そしてプーミを交渉のテーブルにつけ

させることの重要性を大統領は強調した0111 このようにナムター陥落は、 ]CSが提案した

ようなプーミへの援助を強化する:lmrllとはみなされなかった。軍事的措置の決定も、中立

化を実現する政治的交渉のための環境の回復を基本的には1I的としたものだ、った。

ケネデイによれば、「英仏はプーミに強く反対しており、英仏の態度と王国政府の軍事

的無能からすれば、 ]SCの提言にあったプラン 5はもはや妥当なものではない」と考えら
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れた。ただ、次のステップとしての米軍のタイへの派遣 (5000-6000名を想定)は、 5

月 14日に発表された。これはマニラ条約の下で必要となる行動をアメリカが取ることを

可能にするためとされたが、正式な SEATOの行動としては考えられていなかった。なお、

ケネデイは、休戦が完全に崩壊したときに備え、アメリカと SEATO加盟国による緊急H寺

のラオス軍事介入計画の検討は命じていた。これに関する議論は 5月末から 6月にかけて

政権内で活発に行われた。112 しかし、この議論も結局は一時的なものに終わる。ケネデイ

政権発足以来、ラオス軍事介入計画の検討は何度となく繰り返され、その度に出される提

案は様々であった。ケネディ自身、このような計画の検討を奨励し個人的にも議論に関わ

っていたが、あまりに度々議論は蒸し返されたため、何が正式に決定された計画なのか判

断しかねる状況であった。なお、 5月 14日の米軍のタイ派遣の発表後すぐに、米海兵隊

はタイに到着し始めた。

4・2.ラオス中立化の成立

ナムター陥落後、プーミら「王国政府」側には、ラオス中立化、そしてスワンナ政府の

成立に抗う力はもはや残っていなかった。 6月7日から 12日にジャール平原で行われた 3

親王による交渉で、 3つの勢力は「国家統一暫定政府」に関する正式な合意に達した。閣

僚構成は、スワンナ中立派 7名、プーミ=ブン・ウム派4名、パテト・ラオ派4名、右派

中立派(プーミ支持でないヴイエンチャン右派)4名となった。スワンナ首相の下、プー

ミとスパーヌウォンは副首相!の地位を待た。国防相、内務中uはrl1立派に分配されたが、国

防、外務、内務に関する決定については三派の合意を必要とする「トロイカ方式」が採用

された。但し、プーミは財務相を兼任することになり、彼がアメリカの援助や他の政府資

金を管理する余地は残された。この合意について国務省は、数ヶ月前ならばもっと有利な

閣僚構成になっていただろうが、「状況に鑑みて、達成可能なおそらく最良のもの」とい

う判断を下した。113

3親王による合意を受けて「国家統一暫定政府」が発足した。 6月24日の最初の閣議で

は、まずジ唱ユネープ会議へのラオス統一代表団の派遣が決定された。 7月2日にジ.ユネー

プ会議が再開されたとき、はじめて「ラオス王国政府」の代表団が公式に会議に参加した

のである。ラオス中立化に閲するジュネーブ会議は、 1954年のジュネーブ会議と同様、

大国の主導で合意の枠組みが作られていた。米英ソを中心とした交渉の成果の上に、最後

の段階でようやく現地勢力の合意が乗せられたと言える。ジュネープの最終協議は、好余

曲折はあったものの 3週間後には合意を見た。 7月231:1、「ラオス中立に関する宣言」と

それに付随する議定書が会議参加国によって調印されたのである。

1962年 7月のジュネーブ合意は、アメリカが署名を拒んだ 1954年のジュネープ合意と

異なり、会議の参加国 13か国すべてによって署名された。署名した同々は、ラオスの主

権、独立、中立、統一と領土保全を尊重することを約束し、内政干渉はしないことを宣言
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した。またラオスはいかなる軍事同盟にも加わらず、ラオス領内に外国の軍事基地を置か

ないこと、外国の軍事要員をラオスに導入しないことが決められた。また、ラオスが、

SEATOも含めたいかなる同盟あるいは軍事同盟の保護も受けないことが承認された。こ

れは、マニラ条約 (SEATO条約)に「条約地域Jとして含まれていたラオスを、 SEATO

の庇護下から除外する規定で、アメリカ側の譲歩とも言える。同時に、ラオス領土を他国

の内政干渉に利用することが禁じられた。これにより、ホーチミン・ルートの一部として

ラオス領土を北ベトナムが活用することを禁じたと言える。「ラオス中立に関する宣言」

に付随する議定書では、外国の軍事要員の撤退に関する規定が定められ、これにより、ア

メリカの軍事顧問や北ベトナム兵らがラオスから撤退することになった。114

残念ながら、 1954年のときと同様、 1962年のジュネーブ合意も平和をもたらすもので

はなかった。ラオス国内三派の対立が解消したわけではなく、囲内の政治的混乱は治まる

気配を見せなかった。ベトナム情勢の悪化もあり、北ベトナムもアメリカも、ジ、ユネーブ

の合意を無視して、相互にラオスへの干渉を継続あるいは再開したのである。

おわりに

1962年5月のナムター陥落までのアメリカのラオス政策は、失敗の連続だ、ったと言え

る。 1960年8月以降のラオス内戦で、アメリカ政府はプン・ウム=プーミ派の「王国政

府」のみを支持してきたが、他国同様、スワンナを中心とする連立政府とラオス中立化を

受け入れざるをえなくなった。しかし、 1961年8月にケネデイ政権がスワンナ連立政府

の成立を目標とすることを決定した後も、三派による合意成立のためプーミらを説得する

ことに成功しなかった。ときに譲歩を引き出すことがあったとしても、 1962年5月のナ

ムター陥落の直前までの 8ヶ月間、アメリカの説得はほとんど功を奏さなかった。プーミ

はスワンナ政府の成立を本当の意味で受け入れることを拒んできた。それも無理はなかっ

た。アメリカ政府内での対立や軍事情勢の悪化など背景となる要因はいろいろあるが、お

そらく最大の理由は、本論文でも示されたように、ケネデイ大統領も含めてプーミに対し

て決定的な打撃を与える「圧力」あるいは「制裁」を避けてきたからである。

アメリカはラオスの中立化に「成功」したのに、なぜベトナムではそれを追求しなかっ

たのか、あるいはなぜベトナムで中立化は不可能だ、ったのかという問いかけがなされるこ

とがある。しかし、詳細にプーミら現地のラオス指導者たちとケネディ政権とのやり取り

を検討ーしてわかるのは、ケネデイ政権は、交渉によるラオス各派の合意の達成にはほとん

ど失敗したことである。中立化への合意を決定づけたのは、ナムター陥落であり、決定的

な軍事情勢の変化であった。皮肉な言い方をすれば、パテト・ラオの勝利がケネデイ政権

を助けたとも言える。ケネデイ政権が自らの説得で中立化に「成功」したとするならば、

それはラオスの諸勢力との関係ではなく、むしろソ連など他の大国との関係で、ラオス中

立化に関する合意をジュネープを中心とした舞台で交渉により獲得したという意味で、だ、つ
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た。

つまり、ラオス中立化に「成功」したのになぜベトナムでは、という疑問に対しては、

ラオスでもアメリカは諸勢力聞の合意達成と本当の意味での中立化の達成に失敗したとも

言え、ベトナムにおいてそれを望むのはもっと困難だったと答えざるをえない。もちろん、

その後のラオス連立政府の崩壊過程までを視野に入れると、 1962年 7月の中立化に関す

るジュネーブ合意自体に様々な問題があったことも指摘する必要がある。これについては、

別稿で改めて検討したいと考えている。旧本論文の意味は、むしろそれ以前の問題として、

アメリカによるラオスへの箪事的関与のあり方や現地政治勢力との関係の構築に多くの限

界があったことを明らかにしたことにもある。

第一に指摘できる限界は、アメリカのスワンナ支持政策におけるl暖昧さであった。他の

主要国が支持で一致していたスワンナを受け入れることにも時聞がかかったが、スワンナ

首班の連立政府を支持することを決めた後も、実際に連立政府を成立させるための交渉の

段階では、閣僚構成の問題など、アメリカの支持はいくつかの条件によって純られていた。

当初はプーミらの要求をスワンナが受け入れることを要求し、その後も閣僚構成がアメリ

カの望むものになることを最終的な支持の条件とした。結果的にこのアメリカの要望は実

現しなかったが、このようなアメリカの態度は、スワンナの首相就任に対するプーミの拒

否を容易にしたとも言える。

第二の限界は、プーミに対する不信感や「王国軍」の弱体さに関する多くの不満があり

ながらも、アメリカは、「王国政府Jへの支持撤回には最後まで踏み出せなかったことで

ある。ハリマンは、プーミとアメリカ大統領のどちらがアメリカの政策を取り仕切るかが

問題だと述べたが、 1950年代からケネデイ政権までのアメリカの「王国政府」へのコミ

ットメント、とりわけ軍事的コミットメントの深さを考えると、プーミらに対する支持の

撤回は容易なことではなかった。またアメリカが確実に反共勢力と見なせる集団は、彼ら

しかいないと考えられていたのである。

この点とも関連するが、第三の限界として指摘できるのは、アメリカが加えることがで

きた「圧力」における限界であった。アメリカは、本当の意味でプーミらの態度を変更さ

せる「制裁」を最後の最後まで障踏した。アメリカ政府関係者は、プーミ個人は切り捨て

可能と考えるようにはなっていた。それでも、ケネデイ、ハリマンも合めて、アメリカ政

府内では「王国政府」への軍事援助を全面的に停止すべきだという戸は一度も出なかった。

軍事面での援助停止は、スワンナ政府と協力するはずの右派保守勢力の弱体化につながり、

ラオスの共産化、またラオス領土を経由した南ベトナムへの共産主義勢力の浸透や物資の

流れを阻止するという点で、かえってマイナスと考えられたからであった。そのため、本

論文で明らかにしたように、財政的な制裁の発動もきわめて遅かったが、段階的な軍事支

援の削減という比較的穏健な圧力の行使さえ考慮されるようになるのは遅かった。

軍事的な面では、さらにもうひとつの問題を指摘しておく必要がある。アメリカは、パ
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テト・ラオ側の休戦違反や北ベトナムによるパテト・ラオへの軍事支援を非難していた

が、アメリカも休戦期間中に「王国軍」への軍事支援を継続していた。何よりも、モン族

部隊を増強して訓練を施し、彼らがパテト・ラオ支配地域に攻墜を仕掛ける作戦を秘密裏

に援助していた。秘密とは言っても公然の秘密だ、ったが、アメリカは相手側の休戦違反を

非難しながらも、自らが支援するモン族部隊の休戦違反については見て見ぬ振りをしてい

たとも言える。このような状況下でアメリカ政府関係者が何と言おうとも、アメリカの支

持と援助に限界があるとプーミらが考えることを期待するのは難しかったと言える。

この点について、当時の報道や一部のジャーナリストの著作、従来の研究では、ケネデ

イ政権が中立化を決めながらも、裏ではその方針に反して、 CIAや米軍事顧問がプーミや

モン族を勝手に支援していたかのような説明がなされることも多かった。確かに、プーミ

に同情的な見方やラオス問題の軍事的解決を求める意見もあり、ケネデイ政権内で意見の

相違がなかったわけではない。ときとして、政権内の関係者でさえ、政策の行き詰まりや

失敗の責任を帰するために、いわばスケープゴートとして CIAや軍関係者の名前をあげる

ことがあったかもしれない。しかし、プーミ勢力やモン族への軍事支援は、ケネデイ大統

領も含めたワシントンの政権中枢で承認され、その枠内で、行われていたことは明確である。

CIAや軍の独走といった見方は、公平性を欠く単純な解釈と言えるだろう。

ケネディ大統領が、ラオスに軍事介入することを望んでいなかったことは確かである。

ハリマンも軍事介入の選択肢を大統領に突きつけることがないように奮闘した。この二人

の存在は、アメリカの東南アジアへの本格的な軍事介入がラオスで始まらなかったという

点では一定の影響があったと考えられる。ナムター陥落が大きな転換点になったとはいえ、

国際的な枠組みでラオス中立化を一時的にせよ達成したことも外交的にはひとつの成果で

あった。しかし、この二人とて、ラオスに軍事介入すべきでないのは、ベトナムがより重

要であるからだと考えていた。彼らの思考においても、ラオスも含めたインドシナにおけ

る軍事的選択肢が完全に除外されていたとは言えない。軍事介入計両は継続的に議論され、

中立化の成否にかかわらず、モン族部隊への秘密支援は重視されていた。本論文の分析で

も、彼らの思考の枠組みから見て、ラオスへの米軍戦闘部隊の投入を選択しないですんだ

という幸運を、ベトナムでも繰り返すことが可能だ、ったとはとても言えないだろう。
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U .s. Policy toward the N eutralization of laos 

TERACHI， Koji 

This paper analyzes U.S. policy toward the neu凶 lizationof Laos in 1961 and 1962， wi出 a

particular focus on how U.S. policymakers dealt with the Lao leaders who were divided 

among the conservative， the neutralist， and the le雌stPathet Lao groups. 

τbe Kennedy administration inherited a deep involvement in Laos from the Eisenhower 

adminis廿ation.A civil war broke out in 1960 and the adminis仕組onadopted a two-track policy 

toward Laos in March 1961. It tried to achieve a political settlement through negotiations 

while preparing military intervention plans in Laos in case negotiations should fail. 

Fortunately， a cease-fire was achieved and the intemational conference for the settlement of 

the Laotian question opened in Geneva in May 1961. 

All major powers except for the United States supported a coalition govemment in Laos 

with the neu廿alistleader Souvanna Phouma as its prime minister. However， the U.S.-support-

ed Boun Oum govemment did not accept this solution and the negotiations among the Lao 

leaders dragged on. The Kennedy adminis仕ationtried to mediate while continuing their mili-

tary assistance to血eBoun Oum govemment. But U.S. special envoy W. Averell Harriman 

and other U.S. officials began to lose confidence in Phoumi Nosavan， the realleader in power 

within the Boun Oum govemment.τbey felt白atPhoumi was too in仕ansigentand that his 

propensity for pursuing a military settlement might lead to U.S. militarγintervention in Laos. 

In August 1961， the United States joined its allies， Great Britain and France， in supporting a 

coalition government under Souvanna. Phoumi finally agreed to a government under 

Souvanna at least in principle， but the question remained of how its cabinet should be organ-

ized among the three di妊'erentgroups. Despite Kennedy's shift in policy， Phoumi did not 

seem to have fully committed himself to the Souvanna solution. Although there were support-

ers of Phoumi's hard-line approach within the Kennedy administration， Harriman won over 

the President and the White House to his side by the end of November. Harriman was 

appointed Assistant Secretary of State for Far Eastem Affairs and exerted a s甘onginfluence 

over the course of U .S. policy for Laos. 

The Kennedy administration put strong pressure on Phoumi to accept the coalition govem-

ment under Souvanna and even demanded that he give up the posts of Defense and the 

Interior that Phoumi's group demanded. Phoumi complained about the "defeatest policy" of 
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the United States， but the U.S. ambassador in Vientiane temporarily withheld cash grants to 

the Boun Oum govemment in Januarγ1962. All these measures， short of military sanctions， 

did not bring about any result by the end of January. The Kennedy administration even con-

templated easing Phoumi out with some secret payment for his retirement. But the U.S. 0血-

cials. including the President， were still reluctant to put the military sanctions in place that 

might weaken the military base of the Phoumi group against the communist force in Laos. 

Moreover， Kennedy continued a large buildup of the Hmong force against the Pathet Lao 

under a secret plan. 

At the beginning of February， the Pathet Lao force attacked Nam Tha， the town that 

Phoumi's army controlled. U.S. policymakers believed that Phoumi himself invited this clash 

by provocatively building up his force at Nam Tha despite U.S. militarγadvisors' waming. 

Losing confidence in Phoumi's reliability， Washington decided to bypass Phoumi and negoti-

ate directly with Souvanna on the cabinet list through the U.S.， British and French ambassa司

dors in Vientiane. ln late March Harriman was sent to Thailand and Laos to persuade Phoumi 

to accept the Souvanna-led government. But Harriman was not yet authorized by Kennedy to 

put military sanctions on Phoumi and his mission did not bring about any immediate result. 

After Harriman's retum， Washington finally began considering stronger sanctions against 

Phoumi. Kennedy decided to recall the CIA's Iiason officer with Phoumi and authorized the 

Secretary of Defense to "plan for" the withdrawal of some U.S. military advisors accompany-

ing白ePhoumi force from the "forward field positions."百lisrather ambiguous decision sig-

naled the first "military" sanction that Kennedy considered against Phoumi. 

ln early May， the Pathet Lao started an all-out atlack at Nam百la.官listime， Phoumi's sol-

diers gave up the town and most of them tled across the river to Thailand. Phoumi's complete 

militarγdefeat spared the U.S.企omhaving to exert any effort to persuade Phoumi or put the 

stronger sanctions into effect.官leBoun Oum-Phoumi group was compelled to agree to the 

Souvanna govemment and its cabinet list. The Lao leaders sent a delegation representing 

their coalition govemment to Geneva in June and a final declaration on the neutrality of Laos 

was signed at Geneva in July. 

Most past studies accept the thesis that the Kennedy administration changed the U.S. poli-

cy toward Laos仕omthe Eisenhower period and achieved the neutralization of Laos in 1962. A 

much closer examination of Kennedy's policy proves that this is only half true. lt is甘uethat 

Harriman and other 0伍cialsmade a long but successful effort to achieve an intemational 

framework for Lao neu仕alityamong the major powers at Geneva. But， as this paper shows， 

they rather consistently failed in persuading the conservative， anti-communist Lao group to 

agree to a neutralist united government in Laos.τne Kennedy administration was greatly 
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handicapped by its ambiguous support for Souvanna in the early stage and the long-standing 

U.S. military and political support of the Phoumi group. Most importantly， the reluctance of 

Kennedy and his top 0血cialsto execute any meaningful sanctions against Phoumi up until the 

final stage greatly limited their influence over出ecourse of events in Laos. lronically， the 

Pathet Lao helped them to break the deadlock at the end. 
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